
様式１

会計 款 項 目
評価書
番号

事　　業　　名

一般 3 2 1 1 区民サービス向上・環境改善促進事業

一般 3 2 1 2 「仕事力向上」職員育成事業

一般 3 2 1 3 戸籍課案内サービス向上事業

一般 3 2 1 4 港北区ＰＲ情報発信事業

一般 3 2 1 5 まちづくり調整費

一般 3 2 1 6 港北エコアクション推進事業

一般 3 2 1 7 データ活用によるまちづくり推進事業

一般 3 2 1 8 港北魅力発見事業

一般 3 2 1 9 港北区商店街活性化事業

一般 3 2 1 10 地域のチカラ応援事業

一般 3 2 1 11 育もう「ふるさと港北」事業

一般 3 2 1 12 こうほく３Ｒ推進事業

一般 3 2 1 13 地域振興活動事業

一般 3 2 1 14 災害に強いまちづくり推進事業

一般 3 2 1 15 港北ＡＡＡ（安全で安心な明日を）地域防犯力向上作戦

一般 3 2 1 16 交通安全　無事故でカエル事業

一般 3 2 1 17 放置自転車対策事業

一般 3 2 1 18 区民活動支援事業

一般 3 2 1 19 芸術文化振興事業

[　港北区　]

令和６年度事業評価書　目次



様式１

会計 款 項 目
評価書
番号

事　　業　　名

[　港北区　]

令和６年度事業評価書　目次

一般 3 2 1 20 地域スポーツ推進事業

一般 3 2 1 21 読書活動推進事業

一般 3 2 1 22 地域子育てサポート事業

一般 3 2 1 23 保育所支援・情報提供事業

一般 3 2 1 24 港北区放課後児童健全育成強化・情報提供事業

一般 3 2 1 25 港北区版寄り添い型生活支援専門員事業

一般 3 2 1 26 離乳食教室

一般 3 2 1 27 「ひっとプラン港北」推進事業

一般 3 2 1 28 災害時医療整備事業

一般 3 2 1 29 快適な暮らしの衛生応援事業

一般 3 2 1 30 高齢者・障害者支え合い推進事業

一般 3 2 1 31 ウォーキングから始まる健康づくり事業

一般 3 2 1 32 区民利用施設環境改善事業

一般 3 2 1 33 地域における災害時要援護者支援推進事業

一般 3 2 1 34 統合事務費

一般 3 2 1 35 広報よこはま区版発行事業

一般 3 2 1 36 広聴相談事業

一般 3 2 1 37 クリーンタウン横浜事業

一般 3 2 1 38 緊急時情報システム運用事業



様式１

会計 款 項 目
評価書
番号

事　　業　　名

[　港北区　]

令和６年度事業評価書　目次

一般 3 2 1 39 スポーツ推進委員支援事業

一般 3 2 1 40 青少年活動支援事業

一般 3 2 1 41 学校・家庭・地域連携事業

一般 3 2 1 42 区庁舎管理費

一般 3 2 1 43 区民利用施設管理費



様式３

款 項 目一般会計港北区

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

区庁舎を始めとした区内の区民利用施設等について、快適に過ごせる環境づくりや施設の機能強化を行います。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

港北区総合庁舎の改修・機能改善を実施します。

施工方法の工夫による委託料の減

年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

事
業
計
画

事
業
実
績

区民サービス向上・環境改善促進事業

６年度 ７年度 ８年度

年度 ４年度 ５年度

令和６年度 事業評価書

令和５年度事業名 区民サービス向上・環境改善促進事業

所管区局・課 03 02 01

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 1

事業概要

実績

単位 想定

増減説明

決算

・委託等不
可

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・増える ・なし

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

15,473 13,268 ▲ 2,205

・該当なし
・目標を概
ね達成

歳出予算科目

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

決算 17,461 13,268 ▲ 4,193

総務課

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減）



様式３

款 項 目総務課

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減）

決算 630 416 ▲ 214

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

5 4

増減説明

決算

・委託等の
拡大不可

・該当なし・維持
・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

380 333 ▲ 47

・該当なし
・目標を概
ね達成

4 4 4 4 4

回 実績 5

単位 想定 5 5

4

実施回
数

令和６年度 事業評価書

令和５年度事業名 「仕事力向上」職員育成事業

所管区局・課 03 02 01

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 2

事業概要

自主企画研修及び人権啓発研修等を実施し、運営方針に掲げる５つの仕事力（「聴く力」「考える力」「学ぶ力」
「行動する力」「伝える力」）を向上させます。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

運営方針に掲げる５つの仕事力（「聴く力」、「考える力」、「学ぶ力」、「行動する力」、
「伝える力」）の向上に繋げます。

年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

事
業
計
画

事
業
実
績

CS・ES向上研修

６年度 ７年度 ８年度

年度 ４年度 ５年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

港北区 一般会計



８年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

６年度 ７年度

実施回
数

▲ 168

単位 25

人権啓発研修

「横浜市職員人権啓発研修推進要綱」に基づき、正しい理解及び認識を深るため研修及び講演
会を実施します。

細事業事業量

25

年度 ２年度 ３年度

83 講演会のライブ配信未実施の為

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

25

４年度 ５年度

実績 28 23 22

②

25

分析
結果

・維持
・規則・方
針

・該当なし
・目標を概
ね達成

回

・該当なし
・求めるべ
きではない

想定 29 23 25 25

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

決算 251

・委託等の
拡大不可



様式３

款 項 目一般会計港北区

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

来庁者の待ち時間の短縮や、待合フロアの混雑の緩和のため、WEB発券システムの運用や、戸籍課登録担当内の電話
応対の一部委託化等を実施することにより、区民サービスの向上を図ります。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

戸籍課登録担当内の電話応対の一部を業者に委託します。WEB発券システムを導入し、利用・
保守契約を行います。

電話案内業務委託の単価減のため

年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

事
業
計
画

事
業
実
績

窓口混雑対策事業

６年度 ７年度 ８年度

年度 ４年度 ５年度

令和６年度 事業評価書

令和５年度事業名 戸籍課案内サービス向上事業

所管区局・課 03 02 01

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 3

事業概要

12,340 12,340 12,340 12,340 12,340

件 実績 11,286

単位 想定 12,700 12,340

15,336

応対件
数

増減説明

決算

・委託等の
拡大不可

・該当なし・維持 ・なし

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

4,109 3,494 ▲ 615

・該当なし
・目標を上
回った

16,029 15,899

歳出予算科目

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

決算 4,766 4,367 ▲ 399

戸籍課

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減）



2,000/53部/箇所

・委託等の
拡大不可

2,000/73

7,000 7,000 7,000 7,000

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

決算 447

・事務改善
が可能

・求めるべ
きではない

年度 ２年度 ３年度

実績

想定

８年度６年度

ウェブ広告の新規実施のため

７年度

7,000

繁忙期向け広報事業

４年度 ５年度

単位 想定 2,000/40 2,000/40 2,000/40

649 439

分析
結果

・減る ・なし ・該当なし
・目標を概
ね達成

冊

2,000/40 2,000/40

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

0

４年度 ５年度

実績 7,000 7,000 7,000

②

454 単価増のため

配付冊
数

7

単位 0

転入者キット作成事業

市政・区政情報や地域情報、イベント情報などを差し込んだ転入者キットの作成を障害者施設
に委託します。

細事業事業量

0

年度 ２年度 ３年度

分析
結果

・維持

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要
春の引越しシーズンに伴う窓口繁忙期にあわせ、窓口の分散利用、WEB発券利用促進及びマイ
ナンバーカードの利用促進の広報を行います。

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

決算 210

・なし ・該当なし
・目標を上
回った

・全部委託
等が可能

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

チラシ
配布数

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

６年度 ７年度 ８年度



様式３

款 項 目一般会計港北区

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

区民が即時に有用な情報サービスが得られるようＳＮＳ等を運営します。また、「広報よこはま」の訴求力アップ
を図るため、「広報事業概要 よこはま」で特集した記事と連動させた啓発物品の製作や、区のキャラクターを有効
活用した区のＰＲを行います。

細事業の分析

①

・求めてい
ない

スマートフォン等の普及により区民の区政情報の入手手段が多様化していることを踏まえ、タ
イムリーかつターゲットを意識した有効な情報発信を行います。また、港北区のキャラクター
であるミズキー等を活用した啓発物品を製作し、区役所の各種事業で配布します。

執務環境整備等の物品購入の減

年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

事
業
計
画

事
業
実
績

情報発信

６年度 ７年度 ８年度

年度 ４年度 ５年度

令和６年度 事業評価書

令和５年度事業名 港北区ＰＲ情報発信事業

所管区局・課 03 02 01

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 4

事業概要

ー ー 500 525 550

件 実績 ー

単位 想定 ー ー

495

SNS発信
数

増減説明

決算

・委託等の
拡大不可

・該当なし・維持 ・なし

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

203 110 ▲ 93

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

ー ー

歳出予算科目

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

決算 1,820 1,350 ▲ 470

区政推進課

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減）



4,583個

・全部委託
等が可能

9,680

10,000 12,000 12,000 12,000

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

決算 799

・事務改善
が可能

・求めてい
ない

年度 ２年度 ３年度

実績 6,316

想定

2,813

８年度６年度

配布実績、PR効果等の観点から啓発物品
を見直した結果、廉価で同等のPR効果が
得られる啓発物品の作成にしたことによ
る減

７年度

12,000

啓発物品の製作

４年度 ５年度

単位 想定 5,000 4,000 4,000 4,500 5,000

527 ▲ 290

分析
結果

・維持 ・なし ・該当なし
・目標を概
ね達成

部

5,500 6,000

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

0

４年度 ５年度

実績 10,000 12,000 12,000

②

712 真に必要な改訂箇所を精査したことによる経費削減

発行部
数

▲ 87

単位 0

ガイドマップ発行

転入者等に向けて、区内の公共施設など生活に必要な情報を盛り込んだ区域の地図「港北区ガ
イドマップ」を発行し、提供します。

細事業事業量

0

年度 ２年度 ３年度

分析
結果

・増える

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要
港北区のキャラクターであるミズキー等を活用た啓発物品を製作し、区役所の各種事業で配布
します。

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

決算 817

・なし ・該当なし
・目標を上
回った

・委託等の
拡大が可能

・該当なし
・なじまな
い

客観的指標に
基づく分析

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

配付
実績

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

６年度 ７年度 ８年度



様式３

款 項 目一般会計港北区

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

区内のまちづくりの円滑な推進や地域の課題の解決のため、必要な調査や関係機関との調整を行います。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

地域ニーズの把握、区民への情報提供（運営方針・主要事業等）、各鉄道駅周辺の再開発事業
等に伴う各種調整、管理不全空家への対応などを適切に実施します。また、事業達成に必要な
事務物品の購入等を行います。

消耗品費等の在庫活用に伴う減

年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

事
業
計
画

事
業
実
績

まちづくり調整事務費

６年度 ７年度 ８年度

年度 ４年度 ５年度

令和６年度 事業評価書

令和５年度事業名 まちづくり調整費

所管区局・課 03 02 01

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 5

事業概要

56 58 58 58 58

件 実績 56

単位 想定 55 55

75

空家の
相談・
調査件
数

増減説明

決算

・委託等不
可

・該当なし
・測ること
はなじまな
い

・なし

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

949 933 ▲ 16

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

55 58

歳出予算科目

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

決算 1,158 3,274 2,116

区政推進課

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減）



2件

・委託等の
拡大不可

3

1 4 2 2

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

決算 0

・該当なし
・求めるべ
きではない

年度 ２年度 ３年度

実績 1

想定

1

８年度６年度

区民文化センター整備・開館による増

７年度

1

区民文化センター整備

４年度 ５年度

単位 想定 1 1 2 1 0

1,351 1,351

分析
結果

・維持 ・なし ・該当なし
・目標を概
ね達成

件

0 0

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

2

４年度 ５年度

実績 1 4 2

②

990 事業の進捗に合わせた委託の発注による増

対応件
数

990

単位 2

まちづくり調査費

地域課題解決のために必要に応じて随時適切な調査・対応を実施します。

細事業事業量

2

年度 ２年度 ３年度

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要
令和５年度の港北区民文化センターの開館に向けて、より区民から愛着を持たれる施設となる
よう必要な整備を行います。

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

決算 0

・規則・方
針

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託等の
拡大不可

・該当なし
・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

対応件
数

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

６年度 ７年度 ８年度



様式３

款 項 目一般会計港北区

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

区民が自主的・主体的に自然環境を守り、温暖化対策行動に取り組めるよう、区役所・区民・事業者が協働して
「温暖化対策」「みどりアップ」「ヨコハマ３Ｒ夢プラン」の３つの取組を「港北エコアクション」として一体的
に進めます。

細事業の分析

①

・求めてい
ない

広報よこはま等を活用し、温暖化対策や地産地消等の普及啓発を行います。また、港北区総合
庁舎及び太尾小学校の屋上庭園部分の維持管理を区民と連携して実施します。

細事業費統合による増

年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

事
業
計
画

事
業
実
績

港北エコアクション推進事業

６年度 ７年度 ８年度

年度 ４年度 ５年度

令和６年度 事業評価書

令和５年度事業名 港北エコアクション推進事業

所管区局・課 03 02 01

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 6

事業概要

2 2 2 2 2

箇所 実績 2

単位 想定 2 1

2

屋上庭
園運営
箇所

増減説明

決算

・一部委託
等が可能

・契約方法
の工夫が可
能

・維持
・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

218 428 210

・該当なし
・目標を概
ね達成

1 2

歳出予算科目

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

決算 3,055 2,972 ▲ 83

区政推進課

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減）



・委託等の
拡大が可能

18 18 18 18

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

決算 2,545

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・求めるべ
きではない

・財源確保
が可能

想定

18

分析
結果

・維持 ・なし ・該当なし
・目標を概
ね達成

回

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

14

４年度 ５年度

実績 18 18 18

②

2,545

体験型
講座実
施回数

0

単位 14

港北水と緑の学校事業

鶴見川流域の自然環境と防災などについて学習する体験型講座を実施します。区内小学校向け
及び一般向けに実施し、「魚とり」「生きもの観察」「流水実験」「自然観察」「流域治水学
習」などを盛り込んだ内容とします。また、小学生の学習成果の展示会を実施します。

細事業事業量

14

年度 ２年度 ３年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

６年度 ７年度 ８年度



様式３

款 項 目一般会計港北区

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

区が直面する課題を官民協働で分析・解決することで、地域活性化を図るため、区内の研究機関等と連携してデー
タ活用の普及に向けた事業を展開します。また、区が保有する統計情報等の各種データを適切に管理し、オープン
データ化を推進します。

細事業の分析

①

・求めてい
ない

慶應義塾大学との連携協定に基づき、システム思考やデザイン思考、マネジメントに関する教
育研究成果を活用した地域の課題についての調査・事業等を実施します。

年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

事
業
計
画

事
業
実
績

データ活用普及推進事業

６年度 ７年度 ８年度

年度 ４年度 ５年度

令和６年度 事業評価書

令和５年度事業名 データ活用によるまちづくり推進事業

所管区局・課 3 2 1

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 7

事業概要

2 1 1 1 1

実績 2

単位 想定 2 2

1

事業数

増減説明

決算

・委託等不
可

・財源確保
が可能

・維持
・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

1,000 1,000 0

・該当なし
・目標を概
ね達成

2 1

歳出予算科目

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

決算 2,980 1,000 ▲ 1,980

区政推進課

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減）



・委託等の
拡大が可能

- - 1
・職員の人材育成
・オープンデータ
公表試行実施

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

決算 1,980

・事務改善
が可能

・求めてい
ない

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

想定

・職員の人材育成
・オープンデータ
公表試行実施

分析
結果

・増える ・なし ・該当なし
・目標を概
ね達成

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

・データを用い
た事業の効果検

証と改善
・オープンデー

タ拡充

４年度 ５年度

実績 - - 1

②

0
外部への委託を要せずに更新できる
体制を整備したこと等による減

データ
を活用
した取
組、活
用のた
めの取
組の推
進

▲ 1,980

単位

・データに基づ
く事業実施の機

運醸成
・オープンデー

タ拡充

地域情報データベース

行政が保有する公共データをオープンデータとして積極的に公開するとともに、多くの区民が
区政について長い目で関心を持てるよう、より効果的かつ効率的な情報発信の方法を検討しま
す。また、統合型GISを活用した地図データ作成に関する職員研修を実施します。

細事業事業量

・データに基づ
く事業実施の機

運醸成
・オープンデー

タ拡充

年度 ２年度 ３年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

６年度 ７年度 ８年度



様式３

款 項 目一般会計港北区

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

区民の地域への愛着を深めることを目的に、区の魅力を発見・再認識いただくためのイベントを実施します。

細事業の分析

①

・求めてい
ない

令和５年４月及び５月に、区内の個人のお庭や公園などのコミュニティ花壇を自由に散策する
イベント「第11回港北オープンガーデン」を開催します。第11回は、国際園芸博覧会の開催に
向けた機運醸成のため他区のオープンガーデンの紹介をしたり、地域に根差した緑や花の楽し
みづくりを推進するため参加会場交流会を開催します。

参加会場数の増に伴う必要物品購入の増

年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

事
業
計
画

事
業
実
績

オープンガーデン

６年度 ７年度 ８年度

４年度 ５年度

令和６年度 事業評価書

令和５年度事業名 港北魅力発見事業

所管区局・課 03 02 01

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 8

事業概要

6 6 6 6 6

日 実績 中止

単位 想定 4 42

6

実施日
数

増減説明

決算

・委託等の
拡大が可能

・事務改善
が可能

・増える ・なし

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

2,358 2,375 17

・該当なし
・目標を概
ね達成

42 6

歳出予算科目

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

決算 3,253 3,098 ▲ 155

区政推進課

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減）



・委託等の
拡大が可能

20
（オンライン）

４
（オンライン）

2 1

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

決算 895

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・負担割合
の工夫が可
能

想定

1

分析
結果

・維持 ・なし ・該当なし
・目標を概
ね達成

日

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

1

４年度 ５年度

実績 20
（オンライン）

４
（オンライン）

1

②

723 広報媒体の工夫による減

実施日
数

▲ 172

単位 1

オープンファクトリー

区内で製造業を営む企業による工場見学ツアーを中心としたイベント「第12回港北オープン
ファクトリー」を令和６年３月（予定）に開催します。第12回では、製造業支援という要素を
積極的に取り入れるために企画段階から企業に協力を求めるなど、持続可能な運営方法につい
ても検討を進めていきます。

細事業事業量

1

年度 ２年度 ３年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

６年度 ７年度 ８年度



様式３

款 項 目地域振興課

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減）

決算 1,414 1,356 ▲ 58

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

92 82

増減説明

決算

・委託等の
拡大が可能

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・増える ・なし

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

1,414 1,356 ▲ 58

・該当なし
・目標を下
回った

150 150 200 200 200

店 実績 -

単位 想定 - 200

110

イベン
ト参加
店舗数

令和６年度 事業評価書

令和５年度事業名 港北区商店街活性化事業

所管区局・課 03 02 01

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 9

事業概要

区内商店街および商店街店舗の話題提供につながるイベント等の開催を通して消費者の関心・認知度の向上を図る
とともに、商店街の活性化を支援します。

細事業の分析

①

・求めてい
ない

商店街及び商店街店舗を利用するきっかけづくりおよび魅力発信を目的に、スタンプラリーイ
ベント「こうほくの商店街 ちょいより散歩」を開催します。また、新綱島駅開業にあわせ、
新たな商店街利用者獲得のため区内商店街の魅力を発信するイベントを実施します。

新綱島まちびらきイベント中止による減

年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

事
業
計
画

事
業
実
績

商店街活性化・魅力発信事業

６年度 ７年度 ８年度

年度 ４年度 ５年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

港北区 一般会計



様式３

款 項 目一般会計港北区

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

 地域住民による地域課題の解決や魅力づくりに向けた主体的な取組を支援するため、市民公益活動を行う団体に対
して、補助金交付や広報支援、有識者から活動に対する助言を行います。　また、交流の場の提供など団体間の連
携促進の取組を行います。

細事業の分析

①

・負担は適
切である

　地域課題の解決や地域の魅力づくりに自主的・主体的に取り組む地域活動団体の活動を支援
し、協働による地域づくりを進めます。

戻入等による減

年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

事
業
計
画

事
業
実
績

地域のチカラ応援事業

６年度 ７年度 ８年度

年度 ４年度 ５年度

令和６年度 事業評価書

令和５年度事業名 地域のチカラ応援事業

所管区局・課 03 02 01

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 10

事業概要

20 17 11 10 6

団体数 実績 7

単位 想定 7 8

17

補助金
交付団
体

増減説明

決算

・民間移管
が可能

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・維持
・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

2,806 2,556 ▲ 250

・民間と競
合

・目標を概
ね達成

8 20

歳出予算科目

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

決算 2,806 2,556 ▲ 250

地域振興課

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減）



様式３

款 項 目地域振興課

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減）

決算 7,338 9,220 1,882

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

29000ビュー
（オンライ
ン開催）

20,000

増減説明

決算

・委託等の
拡大不可

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・維持 ・なし

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

4,457 4,931 474

・該当なし
・目標を下
回った

50,000 50,000 30,000 30,000 30,000

人 実績
58000ビュー
（オンライ
ン開催）

単位 想定 50,000 50,000

25,000

来場者
数

令和６年度 事業評価書

令和５年度事業名 育もう「ふるさと港北」事業

所管区局・課 03 02 01

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 11

事業概要

転入者の多い港北区において、区民の「ふるさと」意識を育み港北区への愛着を深めるために、世代間・地域間交流
の場を提供します。また、地域資源・歴史的遺産を活用し、区民各層の交流の促進を図るほか、区内を拠点とするプ
ロスポーツチームとの連携・応援等を通じて、港北区の魅力を内外にアピールします。

細事業の分析

①

・負担割合
の工夫が可
能

港北区をふるさとに思う「ふるさと港北」意識の醸成を図るため、ふるさと港北ふれあいまつ
り実行委員会に補助金を交付し、子どもから高齢者・障がい者・外国人といった多くの区民が
参加できる「ふるさと港北ふれあいまつり」を開催します。

規模拡大による増

年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

事
業
計
画

事
業
実
績

ふるさと港北ふれあいまつり事業

６年度 ７年度 ８年度

年度 ４年度 ５年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

港北区 一般会計



８年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

６年度 ７年度

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

事業の
実施

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要
歴史的なシンボルとして「小机城址」の魅力をプロモーションすることで「ふるさと港北」の
意識を育みます。

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

決算 334

・なし ・該当なし
・目標を概
ね達成

・一部委託
等が可能

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・負担は適
切である

客観的指標に
基づく分析

来場者
数

▲ 11

単位 90,000

大倉山観梅会事業

港北区の観光及び商店街振興を図るため、大倉山観梅会実行委員会に補助金を交付し、「大倉
山観梅会」を開催します。

細事業事業量

90,000

年度 ２年度 ３年度

分析
結果

・維持

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

1,084

4 4

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

90,000

４年度 ５年度

実績 開催中止 開催中止 90,000

②

3

８年度６年度

小机城址まつりリアル開催に伴う増

７年度

55,000

小机城址魅力プロモーション事業

４年度 ５年度

単位 想定 4 4 4 4 4

1,386 1,052

分析
結果

・維持 ・なし ・該当なし
・目標を上
回った

人

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・負担割合
の工夫が可
能

年度 ２年度 ３年度

実績 3

想定 44,000 44,000 44,000 44,000

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

決算 1,095

・委託等の
拡大不可

33回



市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

・該当なし
・目標を上
回った

・委託の拡
大が可能

・契約方法
の工夫が可
能

・求めるべ
きではない

・維持 ・なし

(2)実施手法

5

12

分析
結果

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体

回

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

実績 11 13

客観的指標に
基づく分析

細事業概要

2

指標

3

3 4 5

決算

８年度

単位 5

客観的指標に
基づく分析

差引（増減）

・なし ・該当なし
・目標を上
回った

・求めるべ
きではない

・維持

映像作
品の制
作

細事業事業量

5 5

６年度 ７年度

増減説明

４年度 ５年度

18

④

事
業
計
画

細事業名称 わがまち港北映像ライブラリ事業

細事業概要
市民団体「わがまち港北映像プロジェクト」との協働により、港北区の歴史等に関する映像の
制作や、それらの映像などの配信を行うウェブサイト「港北映像ライブラリ」の運営を行いま
す。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減）

550 550 0

・委託等の
拡大不可

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

本

年度 ２年度 ３年度

分析
結果

想定

事
業
実
績

細事業費
（千円） 369 83 ▲ 286 タイアップ物品を在庫を活用したことによる減

細事業事業量 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

タイ
アップ
イベン
ト

単位

増減説明

5 6

決算

年度 ４年度 ５年度

2 2実績

2

⑤

事
業
計
画

細事業名称 「スポーツのチカラで港北を元気に！」事業

区内を拠点とするプロスポーツチームとの連携・応援を通じて港北区の魅力を内外にアピール
します。

1 1 3 4想定



客観的指標に
基づく分析

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

・測ること
はなじまな
い

(1)実施主体 (2)実施手法

６年度 ７年度 ８年度３年度 ４年度 ５年度

600 600 600 600 600

市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

・求めるべ
きではない

応募者
数

人

指標

⑦

事
業
計
画

細事業名称 新横浜線開業記念事業

細事業概要
港北区の新たな魅力となる鉄道新駅の開業を記念して写真コンテストを開催し、港北区を盛り
上げます。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減）

0 669 669 R5新規事業のため

細事業事業量 年度 ２年度 ３年度

増減説明

決算

137

100

８年度

想定 - - -

⑥

事
業
計
画

細事業名称 青少年活動支援事業

細事業概要
ペットボトルロケットの作製や競技を通じて区民の親睦や地域連帯意識の高揚、家族のふれあ
いを深める場とするとともに、こども達にリサイクルなどの環境問題について考えるきっかけ
を提供します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

決算 532 518 ▲ 14 実施方法の見直しに伴う減

細事業事業量 年度 ２年度

参加者
数

単位 想定 600 600

人 実績 ― 52 500 500

単位

分析
結果

・なし ・該当なし

４年度 ５年度 ６年度 ７年度

-

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・求めるべ
きではない

分析
結果

・維持 ・なし ・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託等不
可

・該当なし

- - -

実績 - -

・目標を上
回った

・委託等の
拡大が可能



様式３

款 項 目地域振興課

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減）

決算 1,199 912 ▲ 287

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

11 10

増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし
・測ること
はなじまな
い

・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

63 64 1

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

15 15 15 15 15

人 実績 12

単位 想定 15 15

10

表彰対
象者

令和６年度 事業評価書

令和５年度事業名 こうほく３Ｒ推進事業

所管区局・課 03 02 01

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 12

事業概要

ヨコハマ３Ｒ夢プランに基づき、市民・事業者・行政が協働して３Ｒの推進に取り組めるよう、広報・啓発・支援
等を行います。また、ごみの散乱や不法投棄の無い、清潔できれいな街づくりを目指します。

細事業の分析

①

・なじまな
い

３Ｒ夢行動功労者への表彰

表彰状の在庫不足による調達費増

年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

事
業
計
画

事
業
実
績

３Ｒ夢行動功労者表彰

６年度 ７年度 ８年度

年度 ４年度 ５年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

港北区 一般会計



８年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

６年度 ７年度

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

保育
園・小
中学校
での啓
発回数

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要 ３Ｒに繋がる行動について講座やイベントを行い、啓発を行う。

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

決算 128

・規則・方
針

・他都市よ
り上乗せ・
横出しあり

・目標を概
ね達成

・一部委託
が可能

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

啓発回
数

▲ 60

単位 100

３Ｒ推進事業

啓発活動を行い、３Ｒ夢プランを推進する。

細事業事業量

100

年度 ２年度 ３年度

分析
結果

・増える

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

619 啓発物品在庫活用による減

15 15

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

100

４年度 ５年度

実績 8 50 60

②

7

８年度６年度

事業執行の見直しによる減

７年度

60

３Ｒ学習事業

４年度 ５年度

単位 想定 15 15 15 15 15

94 ▲ 34

分析
結果

・増える
・規則・方
針

・他都市よ
り上乗せ・
横出しあり

・目標を概
ね達成

回

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・求めるべ
きではない

年度 ２年度 ３年度

実績 4

想定 100 100 100 100

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

決算 679

・一部委託
が可能

149回



市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

・他都市よ
り上乗せ・
横出しあり

・目標を概
ね達成

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない

・維持
・法律・政
令

(2)実施手法

8

14

分析
結果

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体

件

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

実績 2 4

客観的指標に
基づく分析

細事業概要

94

指標

55

8 8 8

決算

８年度

単位

客観的指標に
基づく分析

差引（増減）

・条例
・他都市よ
り上乗せ・
横出しあり

・目標を概
ね達成

・求めるべ
きではない

・増える

キャン
ペーン
回数
（区実
施）

細事業事業量 ６年度 ７年度

増減説明

４年度 ５年度

0

④

事
業
計
画

細事業名称 清掃・キャンペーン活動の実施

細事業概要 清掃活動、キャンペーン活動を通して街の美化を推進する

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減）

256 61 ▲ 195 事業執行見直しによる減

・一部委託
が可能

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

回

年度 ２年度 ３年度

分析
結果

想定

事
業
実
績

細事業費
（千円） 72 75 3 光熱費高騰による増

細事業事業量 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

不法投
棄対応
件数

単位

増減説明

100 100

決算

年度 ４年度 ５年度

79 62実績

100

⑤

事
業
計
画

細事業名称 不法投棄対策

不法投棄対策（警報装置の管理）

100 100 100 100想定



様式３

款 項 目地域振興課

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減）

決算 2,568 2,366 ▲ 202

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

64 64

増減説明

決算

・一部委託
等が可能

・契約方法
の工夫が可
能

・維持 ・なし

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

809 1,058 249

・該当なし
・目標を概
ね達成

64 64 64 64 64

％ 実績 66

単位 想定 - 66

63

自治会
町内会
加入率

令和６年度 事業評価書

令和５年度事業名 地域振興活動事業

所管区局・課 03 02 01

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 13

事業概要

市政等の情報提供を行い自治会町内会の活動を支援するとともに、自治会町内会の永年在職者の表彰や研修会等の
実施を通じて、住みよい地域づくりの推進を図ります。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

掲示板への掲示など、自治会町内会を通じて、行政機関の施策についての情報提供を実施しま
す。

郵送物が増えたことによる増

年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

事
業
計
画

事
業
実
績

自治会町内会の支援・連携事業

６年度 ７年度 ８年度

年度 ４年度 ５年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

港北区 一般会計



14団体

・委託等の
拡大不可

5

- - 26 -

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

決算 1,165

・該当なし
・求めるべ
きではない

年度 ２年度 ３年度

実績 -

想定

2

８年度６年度

ICT講座回数及び形態を変更したことによる減

７年度

19

自治会町内会活動ＩＣＴ化支援事業

４年度 ５年度

単位 想定 - 13 16 2 2

106 ▲ 488

分析
結果

・維持 ・なし ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

人

2 2

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

-

４年度 ５年度

実績 19 17 -

②

1,203 使用物品を増やしたことによる増

表彰対
象者

38

単位 -

自治会町内会長永年在職者表彰事業

日ごろより横浜市政及び港北区政にご尽力いただいている自治会町内会長へ在職期間５年単位
で表彰すると同時に感謝の意を表し感謝会を実施します。

細事業事業量

-

年度 ２年度 ３年度

分析
結果

・増える

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要
IT関連の講習会を行い、自治会町内会がホームページの作成や利用、オンライン会議の開催の
知識を獲得する機会を提供する。また、活動支援センターと連携しより区民にとって実用的な
内容にて実施する。

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

決算 594

・なし ・該当なし
・目標を下
回った

・委託等の
拡大が可能

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・求めてい
ない

客観的指標に
基づく分析

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

ICT支援

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

６年度 ７年度 ８年度



様式３

款 項 目総務課

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減）

決算 20,284 21,206 922

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

- -

増減説明

決算

・民間移管
が可能

・該当なし・増える ・なし

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

0 2,946 2,946

・民間と競
合

・実施しな
かった

- 10,000 50,000 80,000 100,000

回 実績 -

単位 想定 - -

0

防災
ポータ
ルサイ
ト閲覧
数

令和６年度 事業評価書

令和５年度事業名 災害に強いまちづくり推進事業

所管区局・課 03 02 01

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 14

事業概要

　港北区では、今後30年間に震度６弱以上揺れに見舞われる確率が約60％となっています。また、近年全国各地で発
生している大雨等による風水害がいつ区内を横断する鶴見川水系で発生してもおかしくありません。災害による被害
を最小限に留めるためには、区民一人ひとりに災害への備えの大切さを伝え、実際に備蓄等を進めることや、適切な
避難についてあらかじめ考えていただく必要があります。
　また、避難所の運営においては、要援護者、女性、外国人等の多様な避難者や感染症対策への配慮が求められるこ
とや、備蓄資機材の増加等による防災備蓄庫の狭あい化に対応し、運営委員会の活動を支援していく必要がありま
す。
 さらに、区災害対策本部を円滑に運営するため、災害発生時も使用可能な連絡手段を確保することや、区職員の防
災意識を一層醸成し、本部各班が状況に合わせてより効率的に行動することを実現する必要があります。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

「港北区防災ポータルサイト」を構築、運用します。また、区民の防災意識を醸成するため、
啓発用動画を作成し、YouTube等のSNSを活用して周知を図ることで、若年層を含めた区民の防
災意識の醸成を促すとともに、平時及び災害発生時の情報発信力を強化します。

細事業再編による

年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

事
業
計
画

事
業
実
績

デジタル技術を活用した災害対策

６年度 ７年度 ８年度

年度 ４年度 ５年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

港北区 一般会計



８年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

６年度 ７年度

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

防災ラ
イセン
スリー
ダー人
数

・事務改善
が可能

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

防災備蓄庫の狭あい化に対応するため、区が独自に配備した段ボールベッド等のスペースを要
する資機材に代えて、ワンタッチで容易に折りたたみが可能であり、備蓄に比較的スペースを
要しないベッドに入れ替えを行います。また、専門業者により備蓄倉庫内の物品の目録作成や
整理整頓を行い、円滑な拠点運営を支援します。また、アマチュア無線機器の更新を行うほ
か、資機材の修繕を行います

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

決算 0

・なし ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・一部委託
等が可能

・契約方法
の工夫が可
能

・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

キャラ
バン等
による
啓発対
象人数

8,235

単位 2,000

自助・共助の啓発

防災キャラバン（10回程度）や支えあい防災教室（３回）の実施、商業施設と連携した各種啓
発事業（９月：トレッサ防災フェア、３月：綱島SST共催こども防災フェア）を行い、自助・共
助の啓発を行います。また、街なかの電柱に浸水リスクを掲示する「まるごとまちごとハザー
ドマップ」の設置（90か所）を進めるほか、各種ハザードマップの印刷および防災マップの外
国語版を作成し、多様な区民に対する防災情報の発信を行います。

細事業事業量

2,000

年度 ２年度 ３年度

分析
結果

・維持

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

8,235 細事業の再編による

450 500

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

2,000

４年度 ５年度

実績 369 357 1,304
②

-

８年度６年度

細事業の再編による

７年度

1,486

避難所等の環境改善及び運営支援

４年度 ５年度

単位 想定 - - 285 345

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

400

2,789 2,789

分析
結果

・増える ・なし
・民間と競
合

・目標を概
ね達成

人

・事務改善
が可能

・求めるべ
きではない

・契約方法
の工夫が可
能

年度 ２年度 ３年度

実績 -

想定 - - - 1,500

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

決算 0

・全部委託
等が可能

299285人



市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託等不
可

・事務改善
が可能

・求めるべ
きではない

・維持 ・なし

(2)実施手法

50

50

分析
結果

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体

人

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

実績 50 50

客観的指標に
基づく分析

細事業概要

-

指標

20

50 50 50

決算

８年度

単位 50

客観的指標に
基づく分析

差引（増減）

・なし ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・事務改善
が可能

・契約方法
の工夫が可
能

・求めるべ
きではない

・測ること
はなじまな
い

IP無線
機運用
数

細事業事業量

50 50

６年度 ７年度

増減説明

４年度 ５年度

50

④

事
業
計
画

細事業名称 区災害対策本部の効率的な設置運営

細事業概要

職員の防災意識を一層高め、区災害対策本部の運営を強化するため、新たに区職員向けの防災
研修を外部講師を招いて実施します。また、平時と緊急時どちらも活用できるバッテリーを試
行的に購入し、停電時の初動対応に要する電力を確保します。さらに、災害時の（6年度実施内
容） 情報伝達手段を確保するため、IP無線機や公用スマートフォン等の通信機器の維持管理を
行うほか、災害発生時の自動車や避難場所の借上げ費用を負担します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減）

0 7,066 7,066 細事業の再編による

・委託等不
可

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

台

年度 ２年度 ３年度

分析
結果

想定

事
業
実
績

細事業費
（千円） 0 170 170 細事業の再編による

細事業事業量 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

訓練参
加者

単位

増減説明

70 80

決算

年度 ４年度 ５年度

12 20実績

40

⑤

事
業
計
画

細事業名称 各種団体への補助

災害ボランティア連絡会の活動を支援し、災害ボランティアセンターの円滑な運営や、ボラン
ティア活動を支援するコーディネーターの育成を促進するため、補助金を支出します。

- - 50 60想定



様式３

款 項 目地域振興課

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減）

決算 649 763 114

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

628 319

増減説明

決算

・全部委託
が可能

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・維持 ・なし

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

132 132 0

・該当なし
・目標を下
回った

900 900 900 900 900

人 実績 911

単位 想定 900 900

209

防犯
メール
新規登
録者数

令和６年度 事業評価書

令和５年度事業名 港北AAA（安全で安心な明日を）地域防犯力向上作戦

所管区局・課 03 02 01

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 15

事業概要

区民の防犯活動支援と犯罪情報提供の2つを軸に事業を展開し、防犯意識を醸成するとともに、区内の犯罪を抑制し
安全で安心なまちづくりの実現を目指します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

登録者のアドレス、またはFAXに警察から情報提供を受けた区内犯罪発生情報を配信します。

年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

事
業
計
画

事
業
実
績

防犯情報メール配信

６年度 ７年度 ８年度

年度 ４年度 ５年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

港北区 一般会計



８年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

６年度 ７年度

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

区内特殊
詐欺発生
件数

（通年）

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要
多様化した特殊詐欺に対応すべく専用の対策機器について、機能の周知と設置の推奨を広く広
報し特殊詐欺被害の削減を図ります。

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

決算 198

・なし ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・一部委託
が可能

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

区内犯罪
発生件数
（通年）

▲ 84

単位 －

防犯啓発活動事業

自治会町内会の防犯活動を支援するため、防犯ベストや防犯のぼり旗などの防犯活動物品を配
布します。また新たに開発された地域等においても、港北警察等と連携し、防犯活動物品の物
品配布により港北区の防犯の取組を周知し、啓発を進めます。

細事業事業量

－

年度 ２年度 ３年度

分析
結果

・維持

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

235
印刷物との優先順位を考慮し、消耗
品購入を減らしたため

－ －

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

－

４年度 ５年度

実績 1,109 1,215 1,426

②

58

８年度６年度

製作単価が上がったことによる増

７年度

1,728

特殊詐欺対策機器設置啓発事業

４年度 ５年度

単位 想定 － － － ー －

396 198

分析
結果

・維持 ・なし ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

件

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・求めるべ
きではない

年度 ２年度 ３年度

実績 35

想定 － － － ー

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

決算 319

・一部委託
が可能

84105件



様式３

款 項 目一般会計港北区

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

交通安全意識の向上を図るため、交通安全関係団体と協力し、啓発活動を行います。特に、交通事故の多くを占め
る児童、高齢者を対象に事業を集中的に実施します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

はまっ子交通安全教室、交通安全ポスターコンクールの実施、小学校スクールゾーン対策協議
会への助成金交付、スクールゾーン路面表示、電柱巻き設置。ランドセルカバーの配布

路面標示補修や電柱巻設置数増による

年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

事
業
計
画

事
業
実
績

児童交通安全対策事業

６年度 ７年度 ８年度

年度 ４年度 ５年度

令和６年度 事業評価書

令和５年度事業名 交通安全　無事故でカエル事業

所管区局・課 03 02 01

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 16

事業概要

67 53 45 45 45

件 実績 35

単位 想定 67 67

44

スクー
ルゾー
ン

(路面工
事箇所
数)

増減説明

決算

・委託等の
拡大が可能

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・維持 ・なし

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

3,571 4,896 1,325

・該当なし
・目標を概
ね達成

36 48

歳出予算科目

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

決算 3,727 5,241 1,514

地域振興課

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減）



指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

６年度 ７年度 ８年度

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

免許返
納者数

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要
区内自動車教習所の協力を得て、交通安全教室を開催し、高齢ドライバーに対して運転技術な
どの指導を行います。警察と連携して高齢者施設での交通安全教室を開催し、免許返納の推進
や交通安全意識の啓発活動を実施します。

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

決算 0

・なし ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託等の
拡大が可能

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

交通安
全大会
参加者

▲ 2

単位 300

交通安全運動事業

交通安全大会の開催（交通安全宣言、交通安全功労者表彰式、ポスターコンクール受賞者表彰
他）
なお、地域の催し（祭りやイベント）に出店するにより予算を拡充予定

細事業事業量

300

年度 ２年度 ３年度

分析
結果

・維持

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

121 在庫活用による

- -

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

300

４年度 ５年度

実績 中止 中止 210

②

1,417

８年度６年度

在庫減による

７年度

220

高齢者交通安全対策事業

４年度 ５年度

単位 想定 - - - - -

194 194

分析
結果

・維持 ・なし ・該当なし
・目標を下
回った

人

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・求めるべ
きではない

年度 ２年度 ３年度

実績 1,479

想定 400 400 400 400

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

決算 123

・委託等の
拡大が可能

7111,051人



想定

④

事
業
計
画

細事業名称 子育て関連施設交通安全対策事業

細事業概要 子育ての環境整備を目的に、電柱巻きを子育て施設付近に設置します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減）

33 30 ▲ 3 電柱巻設置数減による

・委託等の
拡大不可

・該当なし

件

年度 ２年度 ３年度

分析
結果

10 10

６年度 ７年度

増減説明

４年度 ５年度

4

決算

８年度

単位 10

客観的指標に
基づく分析

・なし ・該当なし
・目標を下
回った

・求めるべ
きではない

・維持

電柱巻
き設置
数

細事業事業量

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

実績 6 4

10 10 10

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

10

3



様式３

款 項 目地域振興課

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減）

決算 4,043 3,635 ▲ 408

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

1,952 1,752

増減説明

決算

・委託の拡
大不可

・該当なし・維持 ・条例

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

3,509 3,186 ▲ 323

・該当なし
・目標を概
ね達成

- 1,552 - - -

人 実績 2,836

単位 想定 - -

1,576

監視配
置数

（1人・
３時間/
回）

令和６年度 事業評価書

令和５年度事業名 放置自転車対策事業

所管区局・課 03 02 01

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 17

事業概要

自転車等の放置が著しい駅周辺への自転車等放置防止監視員の配置や撤去活動により、駅前の歩行者の安全確保を
図ります。また、区独自の撤去活動及びキャンペーンによる啓発活動を行い、自転車等の放置防止を促します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

放置自転車監視員の配置

配置人数を減らしたことによる減

年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

事
業
計
画

事
業
実
績

監視員事業

６年度 ７年度 ８年度

年度 ４年度 ５年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

港北区 一般会計



８年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

６年度 ７年度

補助金
交付団
体数

▲ 85

単位 11

地域活動事業

各駅自転車放置防止推進協議会への補助

細事業事業量

11

年度 ２年度 ３年度

449 協議会用物品配布数減による減

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

11

４年度 ５年度

実績 10 10 10

②

10

分析
結果

・維持 ・条例 ・該当なし
・目標を概
ね達成

団体

・該当なし
・求めるべ
きではない

想定 11 11 11 11

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

決算 534

・委託不可



様式３

款 項 目一般会計港北区

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

 地域課題の解決や魅力ある地域づくりを目指し、区域の中間支援組織である区民活動支援センターが市民公益活動
と生涯学習を支援します。

細事業の分析

①

・負担は適
切である

区民の地域活動や学習に関する情報提供、相談対応、機材貸出などを行います。

精査による減

年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

事
業
計
画

事
業
実
績

区民活動支援センター事業

６年度 ７年度 ８年度

年度 ４年度 ５年度

令和６年度 事業評価書

令和５年度事業名 区民活動支援事業

所管区局・課 03 02 01

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 18

事業概要

2,300 2,300 2,300 2,300 2,300

人 実績 1,460

単位 想定 2,300 2,300

2,753

利用者
数

増減説明

決算

・全部委託
等が可能

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・維持
・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

265 173 ▲ 92

・民間と競
合

・目標を概
ね達成

2,206 2,319

歳出予算科目

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

決算 1,500 1,470 ▲ 30

地域振興課

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減）



33団体数

・全部委託
等が可能

29

96,000 19,200 21,000 15,000

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

決算 990

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・負担は適
切である

年度 ２年度 ３年度

実績 36

想定

33

８年度６年度

精査による減

７年度

15,000

市民グループ・団体支援事業

４年度 ５年度

単位 想定 36 36 36 39 39

180 ▲ 44

分析
結果

・維持
・規則・方
針

・民間と競
合

・目標を概
ね達成

部

39 39

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

9,600

４年度 ５年度

実績 50,000 19,200 21,000

②

1,067 「楽遊学」印刷費の増

発行部
数

77

単位 11,400

情報誌「楽遊学」発行事業

地域活動団体を情報誌により紹介し、区民の地域活動への関心を高めるとともに、活動参加者
を増やします。

細事業事業量

13,200

年度 ２年度 ３年度

分析
結果

・維持

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要 ICT講座、つながるカフェ、施設間連携会議、港北地域学の開催。

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

決算 224

・規則・方
針

・民間と競
合

・目標を概
ね達成

・全部委託
等が可能

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・負担は適
切である

客観的指標に
基づく分析

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

施設間
連携会
議

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

６年度 ７年度 ８年度



想定

④

事
業
計
画

細事業名称 センターICT化事業

細事業概要 窓口業務のICT化

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減）

22 51 29 年度途中から年度への契約期間の変更による増

・全部委託
等が可能

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

件数

年度 ２年度 ３年度

分析
結果

1,000 1,000

６年度 ７年度

増減説明

４年度 ５年度

決算

８年度

単位 1,000

客観的指標に
基づく分析

・なし
・民間と競
合

・目標を概
ね達成

・負担は適
切である

・増える

窓口対
応

細事業事業量

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

実績 977

900

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

1,000

1,132



様式３

款 項 目一般会計港北区

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

区内の芸術文化を振興するため、港北芸術祭実行委員会に補助金を交付し、質の高い芸術に触れる機会を提供する
鑑賞型事業や区民の文化活動の発表の場を提供する参加型事業等の港北芸術祭を開催します。また、新たな文化活
動拠点となる「港北区民文化センター」の開館をPRすることを目的として、開館に合わせた賑わいづくりイベント
を行い、区をあげて文化芸術活動を推進します。

細事業の分析

①

・なじまな
い

委員の企画によって開催されるプロによる公演である「鑑賞型事業」を例年２～３事業を実施
しています。委員によって企画の特色が異なり、クラシックやジャズ、落語など広い分野にわ
たっています。また、「参加型事業」として、地域文化活動を行っている区民に発表の機会を
提供したり、文化芸術に親しむために体験教室などを実施します。

補助対象経費の減

年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

事
業
計
画

事
業
実
績

港北芸術祭実行委員会主催事業

６年度 ７年度 ８年度

年度 ４年度 ５年度

令和６年度 事業評価書

令和５年度事業名 芸術文化振興事業

所管区局・課 03 02 01

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 19

事業概要

10 11 11 11 11

事業 実績 4

単位 想定 12 10

11

実施事
業数

増減説明

決算

・委託等不
可

・該当なし・増える
・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

2,000 1,250 ▲ 750

・該当なし
・目標を概
ね達成

4 9

歳出予算科目

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

決算 2,000 1,668 ▲ 332

地域振興課

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減）



８年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

６年度 ７年度

来場者

418

単位 0

港北区民文化センター開館に向けた賑わいづくり事業

港北区民文化センター開館に向け、近隣地域の小学校や地域団体と連携した「開館100日前イ
ベント」を開催します。また、関連する文化イベントを「港北区民文化センター開館プレイベ
ント」と位置づけ、開館への機運醸成を図ります。

細事業事業量

0

年度 ２年度 ３年度

418 新規事業

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

0

４年度 ５年度

実績 0 0 0

②

600

分析
結果

・維持 ・なし ・該当なし
・目標を上
回った

人

・該当なし
・求めるべ
きではない

想定 0 0 0 500

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

決算 0

・一部委託
等が可能



様式３

款 項 目地域振興課

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減）

決算 1,757 1,910 153

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

12 12

増減説明

決算

・委託等不
可

・該当なし・維持
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

270 338 68

・該当なし
・目標を下
回った

22 22 20 20 20

団体 実績 20

単位 想定 20 20

15

港北区
スポー
ツ振興
事業補
助金交
付団体
数

令和６年度 事業評価書

令和５年度事業名 地域スポーツ推進事業

所管区局・課 03 02 01

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 20

事業概要

スポーツ活動を行う団体の、広く区民を対象とした事業の開催を支援することで、地域スポーツの活性化を図りま
す。
また、国際スポーツ大会のレガシーを生かす取り組みを区内大学と連携して実施することで、区内におけるスポー
ツ活動の推進を図ります。

細事業の分析

①

・なじまな
い

区内のスポーツ振興を図るため、スポーツ活動を行う団体を補助します。

補助金交付申請団体の増

年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

事
業
計
画

事
業
実
績

港北区スポーツ振興事業補助金

６年度 ７年度 ８年度

年度 ４年度 ５年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

港北区 一般会計



８年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

６年度 ７年度

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

小学校
派遣校
数

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要
慶應義塾大学と連携して、小学校タグラグビー授業へのサポート講師（学生）派遣や、ラグ
ビー・スポーツ体験会を実施します。

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

決算 535

・法律・政
令

・該当なし
・目標を上
回った

・委託等の
拡大不可

・該当なし
・求めてい
ない

客観的指標に
基づく分析

港北駅
伝大会
参加者
数

48

単位 226

港北駅伝大会補助金

地域スポーツの推進に寄与するとともに、地域における世代間交流を図るため、港北駅伝大会
実行委員会に補助金を交付し、大会の開催を支援します。

細事業事業量

226

年度 ２年度 ３年度

分析
結果

・維持

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

1,000 交付決定額の満額執行による増

10 10

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

226

４年度 ５年度

実績 中止 中止 154

②

８年度６年度

消耗品購入による増

７年度

141

大学とのスポーツ連携事業

４年度 ５年度

単位 想定 10 10 10

573 38

分析
結果

・維持
・法律・政
令

・該当なし
・目標を下
回った

チーム

・該当なし
・なじまな
い

年度 ２年度 ３年度

実績

想定 250 250 250 226

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

決算 952

・委託等不
可

127校



様式３

款 項 目一般会計港北区

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

区の地域性に応じた読書活動を推進するため、「第二次港北区読書活動推進目標」に沿った取組や、日吉図書取次
所「日吉の本だな」を活用した情報発信等を実施することで、区民が読書に親しむ機会を創出します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

小学生を対象とした紙芝居制作イベントや、ふるさと港北ふれあいまつり（ヨコアリくんまつ
り同時開催）にあわせて読書活動推進の取組などを行います。

イベント展示用図書等購入に伴う増

年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

事
業
計
画

事
業
実
績

本とであおう事業

６年度 ７年度 ８年度

年度 ４年度 ５年度

令和６年度 事業評価書

令和５年度事業名 読書活動推進事業

所管区局・課 03 02 01

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 21

事業概要

2,500 2,500 2,500 2,500 2,500

人 実績 0（中止）

単位 想定 2,500 2,500

25,028

イベン
ト参加
者数

増減説明

決算

・一部委託
等が可能

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・増える ・条例

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

140 225 85

・該当なし
・目標を上
回った

0（中止） 20,020

歳出予算科目

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

決算 799 708 ▲ 91

地域振興課

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減）



2回

・一部委託
等が可能

2

1,400 1,400 1,500 1,500

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

決算 640

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・求めるべ
きではない

年度 ２年度 ３年度

実績 2

想定

1

８年度６年度

事業用消耗品購入等による増

７年度

4,495

読書団体連携事業

４年度 ５年度

単位 想定 3 2 2 2 3

28 8

分析
結果

・増える ・条例 ・該当なし
・目標を上
回った

件

2 2

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

1,500

４年度 ５年度

実績 1,467 2,192 2,800

②

454 啓発物品の在庫流用等による減

区HP読
書関連
ページ
閲覧数

▲ 186

単位 1,500

読書情報発信事業

日吉の本だなにおいて図書の企画展示や、まちの先生による朗読会などを行います。また、区
内の図書貸出施設や蔵書等に関する情報を集約し、区ウェブサイト等ＩＣＴを活用して発信す
るなどの取組を行います。あわせて、港北区にゆかりのある作家等による講演会を開催し、区
民が本と親しむ機会を創出し、区民の読書活動へとつなげます。

細事業事業量

1,500

年度 ２年度 ３年度

分析
結果

・増える

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要
区内の読書関連施設や、読み聞かせ等を実施する団体と連携して、情報交換や交流会等を実施
します。

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

決算 20

・条例 ・該当なし
・目標を概
ね達成

・一部委託
等が可能

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

連絡会
等開催
回数

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

６年度 ７年度 ８年度



様式３

款 項 目こども家庭支援課

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減）

決算 7,443 6,817 ▲ 626

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

84 81

増減説明

決算

・委託等不
可

・該当なし・増える ・なし

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

600 400 ▲ 200

・該当なし
・目標を上
回った

24 28 28 28 28

回 実績 59

単位 想定 24 24

66

開催回
数

令和６年度 事業評価書

令和５年度事業名 地域子育てサポート事業

所管区局・課 03 02 01

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 22

事業概要

妊婦とそのパートナー及び子育て中の保護者が、孤立感を持つことなく安心して子どもを産み育てられるよう、地
域の子育て支援施設の利用や、仲間づくりの支援、児童虐待防止対策等に取り組むことで、妊娠期から切れ目のな
い支援を実施します。

細事業の分析

①

・なじまな
い

土曜日につどいの広場にてマタニティプログラムを実施します。

補助申請数が少なかったことによる減

年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

事
業
計
画

事
業
実
績

親と子のつどいの広場妊娠期支援事業

６年度 ７年度 ８年度

年度 ４年度 ５年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

港北区 一般会計



８年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

６年度 ７年度

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

開催
回数

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要
これまでの両親教室では初めて赤ちゃんが生まれるご夫婦・パートナーが対象でしたが、これ
から父親になる方や第二子以降を妊娠している方など、対象者に合わせた両親教室を開催しま
す。

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

決算

・なし ・該当なし
・目標を上
回った

・委託等の
拡大不可

・該当なし
・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

開催回
数

▲ 290

単位 60

土曜両親教室

土曜日を中心に地域子育て支援拠点、地域ケアプラザで産前産後の両親教室を開催します。

細事業事業量

60

年度 ２年度 ３年度

分析
結果

・増える

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

0 区配予算の活用のため

9 9

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

60

４年度 ５年度

実績 - - 60

②

-

８年度６年度

区配予算活用のため

７年度

59

みんなの両親教室

４年度 ５年度

単位 想定 - - - 6 9

0 0

分析
結果

・増える ・なし ・該当なし
・目標を概
ね達成

回

・該当なし
・求めるべ
きではない

年度 ２年度 ３年度

実績 -

想定 - - 60 60

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

決算 290

・委託等の
拡大不可

9-回



市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

・該当なし
・目標を上
回った

・委託等不
可

・該当なし
・求めるべ
きではない

・増える ・なし

(2)実施手法

150

229

分析
結果

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体

人

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

実績 409 159

客観的指標に
基づく分析

細事業概要

3,171

指標

6,428

200 150 150

決算

８年度

単位 150

客観的指標に
基づく分析

差引（増減）

・なし ・該当なし
・目標を上
回った

・なじまな
い

・増える

利用延
べ件数

細事業事業量

150 150

６年度 ７年度

増減説明

４年度 ５年度

187

④

事
業
計
画

細事業名称 「にんしん・あんしん・つながり」事業

細事業概要 初産婦や転入者を対象に、親と子のつどいの広場の共通利用券を配布します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減）

482 448 ▲ 34 部数見直しによる印刷製本費の減

・委託等不
可

・該当なし

件

年度 ２年度 ３年度

分析
結果

想定

事
業
実
績

細事業費
（千円） 1,692 1,819 127 箕輪地域の人口増による会場の増設

細事業事業量 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

参加者
数

単位

増減説明

6,200 6,200

決算

年度 ４年度 ５年度

5,579 6,661実績

5,300

⑤

事
業
計
画

細事業名称 地域育児教室（赤ちゃん会）

０歳児とその保護者を対象に地域育児教室（赤ちゃん会）を23会場（ケアプラザ、自治会館
等）で各10回程度開催します。
地域の会場で赤ちゃんとの手遊びや育児情報の交換、仲間づくりを実施します。

- 5,243 5,300 6,200想定



客観的指標に
基づく分析

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

・増える

(1)実施主体 (2)実施手法

６年度 ７年度 ８年度３年度 ４年度 ５年度

16 16 16 16 16

市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

・求めるべ
きではない

参加
者数

人

指標

⑦

事
業
計
画

細事業名称 歯つらつ歯みがき教室

細事業概要
歯科衛生士によるむし歯予防の話や、集団での歯みがき実習を実施します。
（新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、実習は個別で模型上の実施となる可能性あ
り）

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減）

457 516 59 歯科衛生士の配置人数増加による報償費の増

細事業事業量 年度 ２年度 ３年度

増減説明

決算

523

480

８年度

想定 1,200 480 480

⑥

事
業
計
画

細事業名称 児童虐待防止対策事業

細事業概要
要保護児童対策地域協議会（元気っ子育て連絡会）の開催及び児童虐待防止啓発講演会の実
施、グッズの作成をします。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

決算 505 902 397 講演会の内容見直しによる増

細事業事業量 年度 ２年度

協議会
開催数

単位 想定 16 16

回 実績 12 2 7 12

単位

分析
結果

・なし ・該当なし

４年度 ５年度 ６年度 ７年度

397

・該当なし
・求めるべ
きではない

分析
結果

・維持 ・なし ・該当なし
・目標を概
ね達成

・一部委託
等が可能

・該当なし

720 720 720

実績 143 365

・目標を上
回った

・委託等不
可



客観的指標に
基づく分析

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

144

８年度

参加
者数

単位 想定 144 144 144

分析
結果

144 144 144

母乳育児相談

細事業概要 母乳のことでお困りの方に助産師の指導を実施します。

細事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

入札による契約額の減

⑧

事
業
計
画

事
業
実
績

５年度

決算

６年度 ７年度

人 実績 102 80 100 111

・維持 ・なし ・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託等不
可

・該当なし
・求めるべ
きではない

細事業名称

細事業事業量 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

231 220 ▲ 11 実施回数の変更による減

細事業事業量 年度 ２年度 ３年度 ４年度

⑨

事
業
計
画

細事業名称 「窓口対応満足度」向上事業

細事業概要 発券機の利用、オンライン待ち人数情報の提供及び窓口スタッフの配置を実施します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

決算 2,844 2,389 ▲ 455

152

人 実績 142 157 167 166

窓口案
内員の
設置日
数

単位 想定 148 187 176 177 152 152

・なじまな
い

分析
結果

・維持 ・なし ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託等の
拡大不可

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

・該当なし



客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

既存物品の再利用による消耗品費の減

６年度 ７年度 ８年度

⑩

事
業
計
画

細事業名称 保育所等による子育て支援事業

細事業概要
にこにこ子育て広場の開催、ベビーステーションの設置を行います。
区内市立・私立保育園が連携して、地域の子育て世帯に対する育児支援等を行い、親子が安心
して外出できる地域を目指します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

決算 343 121 ▲ 222

6

細事業事業量 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

回 実績 0 4 4 5

にこに
こ広場
開催回
数

単位 想定 1 4 4 4 6 6

分析
結果

・維持 ・なし ・該当なし
・目標を上
回った

・委託等不
可

・該当なし
・求めるべ
きではない



様式３

款 項 目一般会計港北区

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

区内保育所を支援するため、保育士の確保や保育の質の向上につながる取り組みを実施します。また、保育所情報
を掲載した区独自の利用案内を作成・活用し、保育所利用に関する制度について情報を発信します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

専門のコンサルタントの派遣等をおこない、保育士の採用や定着に苦慮している保育所に助言
等をします。

コロナの影響がなくなり、計画通り
に事業を実施できたため

年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

事
業
計
画

事
業
実
績

保育士確保事業

６年度 ７年度 ８年度

年度 ４年度 ５年度

令和６年度 事業評価書

令和５年度事業名 保育所支援・情報提供事業

所管区局・課 03 02 01

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 23

事業概要

5 5 5 5 5

回 実績 7

単位 想定 5 5

3

コンサ
ルタン
ト派遣
回数

増減説明

決算

・委託等の
拡大不可

・契約方法
の工夫が可
能

・維持 ・なし

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

119 454 335

・該当なし
・目標を概
ね達成

5 3

歳出予算科目

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

決算 1,100 1,453 353

こども家庭支援課

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減）



9,000部

・委託等の
拡大が可能

10,000

- 3 3 3

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

決算 45

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・求めるべ
きではない

年度 ２年度 ３年度

実績 14,000

想定

13,000

８年度６年度

単価が低額であったため

７年度

3

保育所等情報提供事業

４年度 ５年度

単位 想定 15,000 15,000 13,500 11,000 11,000

863 ▲ 73

分析
結果

・維持 ・なし ・該当なし
・目標を概
ね達成

回

11,000 11,000

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

3

４年度 ５年度

実績 - 0 3

②

135 外部講師による研修実施のため

実施回
数

90

単位 3

民間園向け研修事業

外部講師を招き、保育中の事故防止、障害児保育、新規園の運営の安定等、ニーズの高いテー
マについて施設長会の開催に合わせて研修を実施します。

細事業事業量

3

年度 ２年度 ３年度

分析
結果

・維持

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要
区内の認可保育所や認可外保育所等の情報、保育サービスなどについてわかりやすく記載した
港北区版の保育所等利用案内等を作成します。

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

決算 936

・なし ・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託等の
拡大不可

・該当なし
・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

発行部
数

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

６年度 ７年度 ８年度



様式３

款 項 目一般会計港北区

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

　放課後児童健全育成事業所の運営体制の強化と質の向上を図るために、放課後キッズクラブ及び放課後児童クラ
ブに従事する職員に対して研修を実施し、職員の能力向上に繋げます。また日頃顔を合わせる機会の少ない各クラ
ブ職員が顔を合わせる場を提供し、職員間のグループワーク等を通じてクラブ間の連携強化を促進します。さら
に、クラブを利用する児童やその保護者が利用したいクラブをより適切に選択できるように、クラブ情報の周知を
図ります。

細事業の分析

①

・なじまな
い

　放課後キッズクラブ及び放課後児童クラブに従事する職員に対して、研修を実施します。令
和５年度は、令和４年度の研修アンケートの回答において、特にニーズの高いテーマを中心に
研修を実施します。

外部講師依頼増のため

年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

事
業
計
画

事
業
実
績

クラブ職員研修事業

６年度 ７年度 ８年度

年度 ４年度 ５年度

令和６年度 事業評価書

令和５年度事業名 港北区放課後児童健全育成強化・情報提供事業

所管区局・課 03 02 01

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 24

事業概要

6 8 8 8 8

回 実績 ー

単位 想定 ー 6

8

研修実
施回数

増減説明

決算

・全部委託
等が可能

・該当なし・維持 ・なし

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

161 196 35

・該当なし
・目標を概
ね達成

6 6

歳出予算科目

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

決算 161 523 362

こども家庭支援課

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減）



・委託等の
拡大不可

ー ー ー 5,000

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

決算 0

・該当なし
・なじまな
い

想定

5,000

分析
結果

・維持 ・なし ・該当なし
・目標を概
ね達成

枚

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

４年度 ５年度

実績 ー ー ー

②

327 令和５年度新規事業のため

周知チ
ラシ印
刷配布

327

単位

クラブ情報提供事業

　放課後キッズクラブ及び放課後児童クラブを利用する児童やその保護者が、利用希望のクラ
ブをより適切に選択できるようにクラブ周知を促進します。令和５年度はクラブ情報を集約し
た一覧を区ウェブサイトに掲載し、当該頁にアクセスしてもらうために、QRコード等を掲載し
たちらしを就学時健診を受診する保護者等に配布します。

細事業事業量 年度 ２年度 ３年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

６年度 ７年度 ８年度



様式３

款 項 目こども家庭支援課

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減）

決算 1,799 1,799 0

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

- 29

増減説明

決算

・委託の拡
大不可

・該当なし・維持 ・なし

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

1,799 1,799 0

・該当なし
・目標を上
回った

20 24 24 24 24

回 実績 -

単位 想定 - -

44

個別
訪問

令和６年度 事業評価書

令和５年度事業名 港北区版寄り添い型生活支援専門員事業

所管区局・課 03 02 01

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 25

事業概要

学齢期の児童が、その子らしさを発揮しながら健やかに生活ができるよう、登校支援や自宅での生活支援等の取組
を実施します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

学齢期の児童が、その子らしさを発揮しながら健やかに生活ができるよう、登校支援や自宅で
の生活支援等の取組を実施します。

年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

事
業
計
画

事
業
実
績

港北区版寄り添い型生活支援専門員派遣事業

６年度 ７年度 ８年度

年度 ４年度 ５年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

港北区 一般会計



様式３

款 項 目一般会計港北区

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

食育の第一歩である離乳食について、支援が最も必要な７～８か月児を対象とした離乳食教室を実施します。ま
た、個々の離乳食の不安や負担感等の軽減を図るために、子どもの個別栄養相談を実施します。さらに、離乳食を
円滑に進められるように４か月児健診で離乳食手帳を配付します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

内容：支援の最も必要な７～８か月頃を対象とした離乳食教室（講話・調理実演及び展示）を
実施します。（新型コロナウイルスの影響により試食中止、離乳食作り体験にできる限り近づ
くよう動画や媒体等を用いて実施。）、対象：生後７～８か月の子どもの養育者、実施場所：
区役所健診会場

実施回数の増

年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

事
業
計
画

事
業
実
績

離乳食教室

６年度 ７年度 ８年度

年度 ４年度 ５年度

令和６年度 事業評価書

令和５年度事業名 離乳食教室

所管区局・課 03 02 01

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 26

事業概要

720人
（36回）

720人
（48回）

576人
（24回）

576人
（24回）

576人
（24回）

人・回 実績
119人

（18回）

単位 想定
720人

（36回）
720人

（36回）

419人
（48回）

参加者
数

増減説明

決算

・委託等不
可

・該当なし・維持
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

778 1,141 363

・該当なし
・目標を下
回った

379人
（36回）

394人
（36回）

歳出予算科目

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

決算 1,084 1,512 428

福祉保健課

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減）



4,000部

・一部委託
等が可能

3,500

90人
（36回）

90人
（36回）

90人
（36回）

108人
（36回）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

決算 72

・該当なし
・求めるべ
きではない

年度 ２年度 ３年度

実績 4,000

想定

4,000

８年度６年度

チラシの印刷による増

７年度

107人
（36回）

離乳食手帳の配布

４年度 ５年度

単位 想定 4,000 4,000 4,000 4,000 3,500

298 64

分析
結果

・維持
・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

人・回

3,500 3,500

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

144人
（36回）

４年度 ５年度

実績
101人

（33回）
103人

（36回）
108人

（36回）

②

72

個別指
導数

0

単位
144人

（36回）

子どもの個別栄養相談

内容：個々の離乳食の不安や負担感等の軽減を図るために、子どもの個別栄養相談を実施。
対象：生後５か月以降の子どもの養育者
場所：区役所栄養相談室

細事業事業量

144人
（36回）

年度 ２年度 ３年度

分析
結果

・維持

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要
内容：離乳食が円滑に始められるように、４か月児健診の集団指導時に離乳食手帳を配布しま
す。
部数：4,000部

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

決算 234

・法律・政
令

・他都市よ
り上乗せ・
横出しあり

・目標を概
ね達成

・委託等の
拡大不可

・該当なし
・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

離乳食
手帳発
行部数

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

６年度 ７年度 ８年度



様式３

款 項 目一般会計港北区

４年度 ５年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

近隣関係の希薄化や支援を必要とする高齢者等の増加など、多様な福祉保健課題を解決するため、「港北区地域福
祉保健計画（ひっとプラン港北）」の区計画を推進するとともに、13地区ごとに策定した地区計画の推進を支援
し、助け合い支え合いのある、安心して暮らせるまちを目指します。R６年度は、計画の４年目となることから、第
４期計画推進とともに第５期計画策定に入ります。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

・「ひっとプラン港北」に関する区民意識調査の実施・「ひっとプラン港北」策定推進会議の
開催、各地区計画推進委員会等へのサポートスタッフによる支援・ひっとプラン港北周知啓発
（動画広告配信、地区計画ニュースの発行、区民フォーラム「このまちが好き！～子どもから
つながる、みんなのちょっとイイ関係～」）

調査及び動画広告配信のため

年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

事
業
計
画

事
業
実
績

ひっとプラン港北推進事業

６年度 ７年度 ８年度

年度

令和６年度 事業評価書

令和５年度事業名 「ひっとプラン港北」推進事業

所管区局・課 03 02 01

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 27

事業概要

2 2 2 2 2

回 実績 2

単位 想定 2 2

2

区策
定・推
進会議
開催数

増減説明

決算

・委託等不
可

・該当なし・維持
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

1,199 1,371 172

・該当なし
・目標を概
ね達成

1 1

歳出予算科目

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

決算 1,199 1,371 172

福祉保健課

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減）



様式３

款 項 目一般会計港北区

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

災害時医療等の対策を講じるため、医師会、歯科医師会、薬剤師会をはじめとした関係機関との各種会議の開催や
医療救護隊等の訓練を実施するとともに、災害時の体制維持に向け、必要物品の整備、災害支援ナースの登録促進
と育成を進めます。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

・三師会ほか関係機関との協議の場として、災害医療連絡会議を定期的に開催します。・発災
時の医療体制について区民へ周知啓発を行います。

周知啓発チラシ作成による増

年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

事
業
計
画

事
業
実
績

災害医療体制の整備

６年度 ７年度 ８年度

年度 ４年度 ５年度

令和６年度 事業評価書

令和５年度事業名 災害時医療整備事業

所管区局・課 03 02 01

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 28

事業概要

3 3 3 3 3

回 実績 3

単位 想定 3 3

3

会議開
催数

増減説明

決算

・委託等不
可

・該当なし・維持
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

20 298 278

・該当なし
・目標を概
ね達成

3 3

歳出予算科目

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

決算 356 610 254

福祉保健課

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減）



8回

・委託等不
可

8

ー ー 3 6

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

決算 50

・該当なし
・求めるべ
きではない

年度 ２年度 ３年度

実績 8

想定

8

８年度６年度

定点診療用装備品購入による増

７年度

5

医療救護隊用装備品の整備

４年度 ５年度

単位 想定 8 8 8 8 8

308 144

分析
結果

・維持
・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

回

8 8

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

14

４年度 ５年度

実績 ー ー 3

②

5

医療機
関報告
訓練回
数

▲ 45

単位 11

医療救護隊訓練の実施

医療機関及び医療救護隊による各種訓練の実施（医療機関報告書訓練、医療救護隊実地訓練、
のぼり旗・フラッグ掲出訓練、通信訓練）

細事業事業量

8

年度 ２年度 ３年度

分析
結果

・維持

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要
医療救護隊や保健活動グループの活動に必要な事務用品や装備を購入します。なお、装備品の
購入は、参集拠点での定点診療を見据え整備を行います。

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

決算 164

・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託等不
可

・該当なし
・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

更新個
所数

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

６年度 ７年度 ８年度



想定

④

事
業
計
画

細事業名称 災害支援ナースの登録促進と管理

細事業概要 Yナースの登録促進や登録者の育成を目的として研修及び訓練を実施

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減）

43 0 ▲ 43

・委託等不
可

・該当なし

人

年度 ２年度 ３年度

分析
結果

3 3

６年度 ７年度

増減説明

４年度 ５年度

ー

決算

８年度

単位 3

客観的指標に
基づく分析

・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・求めるべ
きではない

・維持

新規登
録者数

細事業事業量

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

実績 ー 4

ー ー 3

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

3

5



様式３

款 項 目生活衛生課

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減）

決算 491 485 ▲ 6

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

2,808 3,153

増減説明

決算

・一部委託
等が可能

・事務改善
が可能

・維持
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

263 296 33

・該当なし
・目標を上
回った

3,000 8,000 8,000 9,000 9,000

件 実績 3,659

単位 想定 3,000 3,000

17,955

食品HP
のアク
セス件
数

令和６年度 事業評価書

令和５年度事業名 快適な暮らしの衛生応援事業

所管区局・課 03 02 01

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 29

事業概要

食の安全や施設の衛生確保のための監視指導・講習会の実施や、害虫対策、ペットの飼育マナーに関する啓発、災
害時のペット対策に関する知識の普及を行うことで、区民の安全で快適な暮らしを支援します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

依然として食中毒・感染症の発生があり、食の安全に係る区民の関心も高いなか、発生の予防
のため区民・事業者へ情報提供を行う必要がある。また、飲食店等の事業者に対して、区民が
安心して利用できるように自主管理を推進していく必要がある。

啓発物作成に伴う増

年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

事
業
計
画

事
業
実
績

食中毒・感染症防止対策事業

６年度 ７年度 ８年度

年度 ４年度 ５年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

港北区 一般会計



８年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

６年度 ７年度

動物HP
のアク
セス件
数

▲ 39

単位 8,000

住まいの衛生及びペットに関する相談事業

ペットを飼育している多くの区民がペットに関する災害時の備えをしておらず、災害時におけ
るペットとの同行避難等に関する周知・啓発が課題となっている。

細事業事業量

7,000

年度 ２年度 ３年度

189 啓発媒体のデジタル化による減

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

8,000

４年度 ５年度

実績 5,770 4,013 5,606

②

7,432

分析
結果

・増える
・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

件

・該当なし
・求めるべ
きではない

想定 5,000 5,000 5,000 7,000

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

決算 228

・委託の拡
大不可



様式３

款 項 目一般会計港北区

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

誰もが地域で安心して暮らし続けることができるよう、高齢者・障害者等への理解を深める啓発や関係者への支援
を行います。区役所窓口での来庁者へのサポートを実施します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

・コロナ禍で大きく減少した認知症サポーター養成数等の回復を目的に「ＶＲ機器の活用」と
いう新たな手法を用いた認知症研修を支援者向けに実施します。また、地域で「認知症サポー
ター」を増やすための講座で講師を務めるキャラバンメイト向けの研修を開催します。
・認知症により、行方不明となる恐れのある高齢者の住所や連絡先などの事前登録情報を、港
北警察署と区内地域包括支援センター、港北区役所間で共有する『かえるネット』をパンフ
レットの活用により啓発します。
・「地域ケア会議」の質・量の向上を目的として、地域ケアプラザ等を対象とした研修会を開
催します。
・港北区のインフォーマルサービスをまとめた、港北区版地域活動情報リーフレットを作成し
ます。

年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

事
業
計
画

事
業
実
績

地域包括ケアシステム推進事業

６年度 ７年度 ８年度

年度 ４年度 ５年度

令和６年度 事業評価書

令和５年度事業名 高齢者・障害者支え合い推進事業

所管区局・課 03 02 01

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 30

事業概要

1 1 1 1 1

実績 0

単位 想定 1 1

1

支援者、
キャラバ
ン・メイ
ト向け研
修実施回
数

増減説明

決算

・一部委託
等が可能

・事務改善
が可能

・増える
・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

1,211 1,165 ▲ 46

・該当なし
・目標を概
ね達成

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

1 1

歳出予算科目

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

決算 4,001 2,825 ▲ 1,176

高齢・障害支援課

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減）



1,738件

・一部委託
等が可能

3,393

100 50 50 100

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

決算 377

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・求めるべ
きではない

・委託等の
拡大不可

年度 ２年度 ３年度

実績 1,621

想定

1,413

８年度６年度

出勤回数の増

７年度

241

窓口サポート事業

４年度 ５年度

単位 想定 3,000 3,000 3,000 2,500 3,000

1,798 86

分析
結果

・増える
・法律・政
令

・民間と競
合

・目標を概
ね達成

人

3,000 3,000

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

100

４年度 ５年度

実績 13 41 179

②

535 生活体験事業の開始

啓発講演
会・健康
講座の
参加人数

158

単位 100

障害者支援事業

・障害者理解や普及啓発を進めるため、自立支援協議会等を活用し、外部講師を招いた研修会
や啓発イベントを実施します。
・一人暮らし経験のない障害者が地域生活の具体的イメージを持てるよう、実際の一人暮らし
と同じ環境での生活を体験する事業を実施します。

細事業事業量

100

年度 ２年度 ３年度

分析
結果

・増える

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要
高齢者や障害者を含めた来庁者の手続案内や申請書作成の支援、庁舎案内等、幅広いサポート
を実施します。

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

決算 1,712

・規則・方
針

・該当なし
・目標を上
回った

・全部委託
等が可能

・該当なし
・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

窓口サ
ポート
件数

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

６年度 ７年度 ８年度



様式３

款 項 目一般会計港北区

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

ウォーキングをきっかけに健康づくりを推進するために、区民にウォーキングの楽しさや魅力をＰＲするとともに
継続できるよう支援します。

細事業の分析

①

・求めてい
ない

よこはまウォーキングポイント歩数計アプリを用いたイベントや、ウォーキング手帳・ウォー
キングマップなどの啓発媒体の活用により、新たにウォーキングを始めたり、ウォーキングを
継続するなど、運動習慣を持つ区民の増加を図ります。

細事業統廃合等による減

年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

事
業
計
画

事
業
実
績

ウォーキング普及啓発

６年度 ７年度 ８年度

年度 ４年度 ５年度

令和６年度 事業評価書

令和５年度事業名 ウォーキングから始まる健康づくり事業

所管区局・課 03 02 01

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 31

事業概要

3,500 3,500 2,500 2,500 2,500

人 実績 1,127

単位 想定 2,000 2,000

2,884

イベン
ト

参加者
数

増減説明

決算

・一部委託
等が可能

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・維持
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

789 701 ▲ 88

・該当なし
・目標を下
回った

3,375 3,078

歳出予算科目

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

決算 946 701 ▲ 245

福祉保健課

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減）



様式３

款 項 目一般会計港北区

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

区内の区民利用施設について、利用者が快適に過ごせる環境づくりや、施設の機能強化を行います。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

区民利用施設の改修・機能改善を実施します。
委託施設に、利用者向けの印刷機・コピー機を設置します。

備品購入の増

年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

事
業
計
画

事
業
実
績

区民利用施設の環境改善・機能強化

６年度 ７年度 ８年度

年度 ４年度 ５年度

令和６年度 事業評価書

令和５年度事業名 区民利用施設環境改善事業

所管区局・課 03 02 01

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 32

事業概要

4 4 4 4 4

台 実績 5

単位 想定 5 5

4

印刷
機・コ
ピー機
設置数

増減説明

決算

・委託等の
拡大不可

・該当なし・増える ・条例

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

1,479 1,733 254

・該当なし
・目標を概
ね達成

5 4

歳出予算科目

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

決算 1,989 1,971 ▲ 18

地域振興課

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減）



0基

・委託等の
拡大不可

1

12 12 14 14

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

決算 509

・該当なし
・求めるべ
きではない

年度 ２年度 ３年度

実績 0

想定

1

８年度６年度

遊具撤去による増

７年度

14

子供の遊び場安全規準不適格遊具の撤去等

４年度 ５年度

単位 想定 8 8 7 8 7

116 116

分析
結果

・維持
・規則・方
針

・該当なし
・目標を概
ね達成

箇所

6 5

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

14

４年度 ５年度

実績 12 12 14

②

122 見積合わせによる減

子供の
遊び場
設置数

▲ 387

単位 14

子供の遊び場等の樹木保全

子供の遊び場等の樹木について、定期的な剪定や伐採を実施します。

細事業事業量

14

年度 ２年度 ３年度

分析
結果

・維持

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要
公園施設業協会（JPFA）で定める安全規準を満たさない遊具８基について、地域と対応につい
て協議の上、合意が図られたものから順次、該当遊具の撤去や更新を進めます。

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

決算 0

・規則・方
針

・該当なし
・目標を下
回った

・委託等の
拡大不可

・該当なし
・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

改善を
要する
遊具数

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

６年度 ７年度 ８年度



様式３

款 項 目一般会計港北区

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

 地域の方と災害時要援護者との平常時の関係構築と防災意識醸成の取組を推進するため、地域への情報提供に同意
をいただいた災害時要援護者宅への訪問用の防災物品と啓発チラシを作成・配布します。
 また、区内協力企業等による、長期停電時における要電源医療機器利用者へのバッテリー貸し出しを行います。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

　地域の方と災害時要援護者との平常時の関係構築と防災意識醸成の取組を推進するため、地
域への情報提供に同意をいただいた災害時要援護者宅への訪問用の防災物品と啓発チラシを作
成・配布します

新規事業による増

年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

事
業
計
画

事
業
実
績

災害時要援護者訪問推進事業

６年度 ７年度 ８年度

年度 ４年度 ５年度

令和６年度 事業評価書

令和５年度事業名 地域における災害時要援護者支援推進事業

所管区局・課 03 02 01

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 33

事業概要

63 70 72 74

％ 実績

単位 想定

67

地域支援
者向けア
ンケート
で「災害
への備え
の啓発や
要援護者
の状態把
握が進ん
だ」人の
割合

増減説明

決算

・委託等不
可

・該当なし・増える
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

790 790

・該当なし
・目標を上
回った

歳出予算科目

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

決算 1,013 1,013

高齢・障害支援課

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減）



・委託等不
可

7

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

決算

・該当なし
・求めるべ
きではない

想定

7

分析
結果

・増える
・法律・政
令

・該当なし
・目標を上
回った

人

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

16

４年度 ５年度

実績

②

223 新規事業による増

利用者と
協力企業
とのマッ
チング数

223

単位 13

要電源医療機器利用者支援事業

　区内協力企業等による、長期停電時における要電源医療機器利用者へのバッテリー貸し出し
を行います。

細事業事業量

10

年度 ２年度 ３年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

６年度 ７年度 ８年度



様式３

款 項 目一般会計港北区

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

各課で事務・運営を行っていくために必要な事務費を適正に執行します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

総務課の事務にかかる経費

物品購入費の減

年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

事
業
計
画

事
業
実
績

総務課

６年度 ７年度 ８年度

年度 ４年度 ５年度

令和６年度 事業評価書

令和５年度事業名 統合事務費

所管区局・課 03 02 01

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 34

事業概要

実績

単位 想定

増減説明

決算

・委託等不
可

・該当なし
・測ること
はなじまな
い

・なし

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

3,889 3,199 ▲ 690

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

歳出予算科目

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

決算 30,840 29,093 ▲ 1,747

総務課

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減）



・委託等不
可

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

決算 267

・該当なし
・求めるべ
きではない

年度 ２年度 ３年度

実績

想定

８年度６年度

物品購入費の減

７年度

地域振興課

４年度 ５年度

単位 想定

858 ▲ 166

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

・なし ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

４年度 ５年度

実績

②

202 ▲ 65

単位

区政推進課

区政推進課の事務にかかる経費

細事業事業量 年度 ２年度 ３年度

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要 地域振興課の事務にかかる経費

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

決算 1,024

・なし ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託等不
可

・該当なし
・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

６年度 ７年度 ８年度



⑤

事
業
計
画

細事業名称 税務課

税務課の事務にかかる経費

想定

想定

事
業
実
績

細事業費
（千円） 810 718 ▲ 92

細事業事業量 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

単位

増減説明

決算

年度 ４年度 ５年度

実績

④

事
業
計
画

細事業名称 戸籍課

細事業概要 戸籍課の事務にかかる経費

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減）

6,291 5,087 ▲ 1,204 物品購入費の減

・委託等不
可

・該当なし

年度 ２年度 ３年度

分析
結果

６年度 ７年度

増減説明

４年度 ５年度

決算

８年度

単位

客観的指標に
基づく分析

差引（増減）

・なし ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・求めるべ
きではない

・測ること
はなじまな
い

細事業事業量

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

実績

客観的指標に
基づく分析

細事業概要

指標

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体

分析
結果

市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託等不
可

・該当なし
・求めるべ
きではない

・測ること
はなじまな
い

・なし

(2)実施手法



・目標設定
になじまな
い

・委託等不
可

・該当なし
・求めるべ
きではない

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

・なし ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託等不
可

・該当なし

実績

単位 想定

実績

単位

分析
結果

・なし ・該当なし

４年度 ５年度 ６年度 ７年度

⑥

事
業
計
画

細事業名称 福祉保健課

細事業概要 福祉保健課の事務にかかる経費

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

決算 1,870 1,840 ▲ 30

細事業事業量 年度 ２年度

⑦

事
業
計
画

細事業名称 高齢・障害支援課

細事業概要 高齢・障害支援課の事務にかかる経費

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減）

1,693 1,776 83

細事業事業量 年度 ２年度 ３年度

増減説明

決算

８年度

想定

指標 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

・求めるべ
きではない

(1)実施主体 (2)実施手法

６年度 ７年度 ８年度３年度 ４年度 ５年度

市民ニーズ 実施根拠

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

・測ること
はなじまな
い

客観的指標に
基づく分析

客観的指標に
基づく分析



・該当なし
・求めるべ
きではない

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

・なし ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託等不
可

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

⑨

事
業
計
画

細事業名称 生活支援課

細事業概要 生活支援課の事務にかかる経費

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

決算 11,645 11,602 ▲ 43

実績

単位 想定

細事業名称

細事業事業量 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

2,916 3,139 223 物品購入費の増

細事業事業量 年度 ２年度 ３年度 ４年度

⑧

事
業
計
画

事
業
実
績

５年度

決算

６年度 ７年度

実績

・測ること
はなじまな
い

・なし ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託等不
可

・該当なし
・求めるべ
きではない

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

こども家庭支援課

細事業概要 こども家庭支援課の事務にかかる経費

細事業費
（千円）

分析
結果

８年度

単位 想定

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

客観的指標に
基づく分析



実績

単位 想定

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

・なし ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託等不
可

・該当なし
・求めるべ
きではない

⑩

事
業
計
画

細事業名称 土木事務所

細事業概要 土木事務所の事務にかかる経費

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

決算 424 671 247

細事業事業量 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

被災地派遣による旅費の増

６年度 ７年度 ８年度

客観的指標に
基づく分析



様式３

款 項 目区政推進課

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減）

決算 11,100 12,753 1,653

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

1,660,300 1,720,000

増減説明

決算

・委託等の
拡大が可能

・事務改善
が可能

・維持 ・なし

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

11,100 12,753 1,653

・該当なし
・目標を概
ね達成

1,731,600 1,749,600 1,749,600 1,749,600 1,749,600

部 実績 1,659,000

単位 想定 1,666,800 1,675,200

1,737,900

発行
実績

令和６年度 事業評価書

令和５年度事業名 広報よこはま区版発行事業

所管区局・課 03 02 01

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 35

事業概要

区民の生活に必要な行政情報等を提供し周知するため、広報よこはま港北区版を発行しました。

細事業の分析

①

・負担割合
の工夫が可
能

区民の生活に必要な行政情報等を提供し周知するため、広報よこはま港北区版を発行しまし
た。

落札額の増

年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

事
業
計
画

事
業
実
績

広報よこはま区版発行事業

６年度 ７年度 ８年度

年度 ４年度 ５年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

港北区 一般会計



様式３

款 項 目一般会計港北区

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

サービス改善等に関する区民の意見、提案等の把握や来庁者への的確な案内や行政情報の提供のほか、区民が日常
生活で直面する問題対処のための専門相談を行います。

細事業の分析

①

・求めてい
ない

サービス改善等に関する区民の意見、提案等の把握や来庁者への的確な案内や行政情報の提供
のほか、区民が日常生活で直面する問題対処のための専門相談を行いました。

年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

事
業
計
画

事
業
実
績

広聴相談事業

６年度 ７年度 ８年度

年度 ４年度 ５年度

令和６年度 事業評価書

令和５年度事業名 広聴相談事業

所管区局・課 03 02 01

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 36

事業概要

500 550 550 550 550

件 実績 487

単位 想定 500 500

598

特別相
談実施

増減説明

決算

・委託等の
拡大不可

・該当なし・維持 ・なし

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

2,014 2,089 75

・該当なし
・目標を概
ね達成

491 541

歳出予算科目

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

決算 2,014 2,089 75

区政推進課

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減）



様式３

款 項 目一般会計港北区

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

ごみの散乱や不法投棄の無い、清潔できれいな街づくりを目指します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

・クリーンタウン横浜（通年、対象地区：美化推進重点地区等）
　美化推進重点地区の美化推進及び美化意識の高揚を図るため、区制度創設による清掃活動等
を行います。

美化推進員活動物品購入による増

年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

事
業
計
画

事
業
実
績

クリーンタウン横浜

６年度 ７年度 ８年度

年度 ４年度 ５年度

令和６年度 事業評価書

令和５年度事業名 クリーンタウン横浜事業

所管区局・課 03 02 01

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 37

事業概要

240 240 240 240 240

人 実績 152

単位 想定 240 240

165

美化推
進員活
動日数

増減説明

決算

・一部委託
が可能

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・維持
・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

906 1,022 116

・民間と競
合

・目標を概
ね達成

165 212

歳出予算科目

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

決算 906 1,022 116

地域振興課

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減）



様式３

款 項 目一般会計港北区

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

災害等に関する緊急情報を、電話を利用して、区から直接、防災・減災活動の核である、地域の防災組織の長（自
治会町内会長）や災害時要援護者等のうち当システムによる情報提供の希望者へ発信し、併せて双方向機能を活用
して受信状況を確認することで、逃げ遅れの防止を図ります。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

固定電話や携帯電話から災害等に関する緊急情報を、地域の防災組織の長（自治会町内会長）
や災害時要援護者等へ発信し、あわせて、双方向機能を活用して受信状況を確認するシステム
を運用します。

システムの運用方法見直しによる

年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

事
業
計
画

事
業
実
績

緊急時情報システム運用事業

６年度 ７年度 ８年度

年度 ４年度 ５年度

令和６年度 事業評価書

令和５年度事業名 緊急時情報システム運用事業

所管区局・課 03 02 01

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 38

事業概要

3,200 3,400 3,000 3,050 3,100

件 実績 2,943

単位 想定 - 3,000

2,933

登録件
数

増減説明

決算

・委託等不
可

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・増える ・なし

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

937 841 ▲ 96

・民間と競
合

・目標設定
になじまな
い

2,931 2,912

歳出予算科目

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

決算 937 841 ▲ 96

総務課

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減）



様式３

款 項 目地域振興課

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減）

決算 2,251 2,733 482

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

154 154

増減説明

決算

・委託等不
可

・該当なし・維持
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

2,221 2,623 402

・該当なし
・目標を概
ね達成

159 159 159 159 159

人 実績 154

単位 想定 159 159

158

委嘱数

令和６年度 事業評価書

令和５年度事業名 スポーツ推進委員支援事業

所管区局・課 03 02 01

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 39

事業概要

地域における世代間交流や生涯スポーツの促進・活性化を図るため、区民への健康・体力づくりの機会の提供を
行っている港北区スポーツ推進委員連絡協議会に活動補助金を交付します。

細事業の分析

①

・なじまな
い

　港北区スポーツ推進委員連絡協議会に活動補助金を交付し、地域における世代間交流、健
康・体力づくりの機会となるスポーツ行事開催を支援します。

改選に伴うユニフォーム購入費等の増

年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

事
業
計
画

事
業
実
績

スポーツ推進委員連絡協議会補助金

６年度 ７年度 ８年度

年度 ４年度 ５年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

港北区 一般会計



８年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

６年度 ７年度

参加人
数

80

単位 400

小学生スポーツフェスティバル運営費

未経験のスポーツを体験し、子ども達に体を動かす楽しさを知ってもらうためのイベントで
す。

細事業事業量

400

年度 ２年度 ３年度

110 イベントでの委託費（令和４年度はイベント中止）

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

400

４年度 ５年度

実績 中止 中止 中止

②

285

分析
結果

・増える
・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

人

・該当なし
・なじまな
い

想定 400 400 400 400

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

決算 30

・委託等の
拡大不可



様式３

款 項 目地域振興課

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減）

決算 2,671 2,354 ▲ 317

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

166 165

増減説明

決算

・委託等不
可

・該当なし・維持 ・条例

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

2,591 2,354 ▲ 237

・該当なし
・目標を概
ね達成

166 169 169 169 169

人 実績 165

単位 想定 167 169

167

青少年
指導員
数

令和６年度 事業評価書

令和５年度事業名 青少年活動支援事業

所管区局・課 03 02 01

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 40

事業概要

青少年指導員協議会に対し補助金を交付し、地域における青少年指導員活動の充実を図ります。青少年指導員が中
心となって青少年の健全育成を阻害する有害環境を改善するとともに、地域社会の中に青少年が健やかに成長する
空間の創出を目指します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

青少年指導員活動費を港北区青少年指導員協議会に交付し、自然体験教室や各地区の活動、広
報紙の発行等を支援します。なお、活動にあたっては、感染症に配慮しながら実施内容・方法
を検討します。

広報誌発行回数見直しのための減

年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

事
業
計
画

事
業
実
績

青少年指導員事業

６年度 ７年度 ８年度

年度 ４年度 ５年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

港北区 一般会計



８年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

６年度 ７年度

活動地
区数

▲ 80

単位 13

社会環境健全化事業

港北区青少年指導員協議会に補助金を交付し、全市一斉統一行動パトロールや有害図書の実態
調査、全市統一行動キャンペーン等の活動を支援します。

細事業事業量

13

年度 ２年度 ３年度

0 青少年指導員事業への統合のための減

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

13

４年度 ５年度

実績 13 13 13

②

13

分析
結果

・維持 ・条例 ・該当なし
・目標を概
ね達成

地区

・該当なし
・求めるべ
きではない

想定 13 13 13 13

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

決算 80

・委託等不
可



様式３

款 項 目こども家庭支援課

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減）

決算 900 765 ▲ 135

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

8 9

増減説明

決算

・委託等不
可

・該当なし・維持
・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

900 765 ▲ 135

・該当なし
・目標を概
ね達成

9 9 9 9 9

委員会 実績 9

単位 想定 9 9

9

交付委
員会数

令和６年度 事業評価書

令和５年度事業名 学校・家庭・地域連携事業

所管区局・課 03 02 01

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 41

事業概要

　学校・家庭・地域連携事業を通じて、地域の青少年の健全育成を促進します。

細事業の分析

①

・なじまな
い

　学校・家庭・地域連携活動に係る交付金を交付します。令和５年度は、９委員会に対して交
付金を交付します。

交付対象事業の精査・適正化に伴う減

年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

事
業
計
画

事
業
実
績

学校・家庭・地域連携事業

６年度 ７年度 ８年度

年度 ４年度 ５年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

港北区 一般会計



様式３

款 項 目一般会計港北区

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

区庁舎等の維持管理を行います。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

区庁舎、駐車場及び公用車等の管理運営を行います。

施工の工夫による委託料の減

年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

事
業
計
画

事
業
実
績

区庁舎

６年度 ７年度 ８年度

年度 ４年度 ５年度

令和６年度 事業評価書

令和５年度事業名 区庁舎管理費

所管区局・課 03 02 01

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 42

事業概要

実績

単位 想定

増減説明

決算

・委託等の
拡大が可能

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

126,205 115,154 ▲ 11,051

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

歳出予算科目

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

決算 160,172 147,520 ▲ 12,652

総務課

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減）



65,950

・一部委託
等が可能

60,990

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

決算 14,420

・該当なし
・負担は適
切である

年度 ２年度 ３年度

実績 33,390

想定

50,400

８年度６年度

印刷機の新規契約による増

７年度

区民活動支援センター

４年度 ５年度

単位 想定 80,000 80,000 90,000 90,000 60,000

339 198

分析
結果

・減る
・規則・方
針

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

60,000 60,000

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

４年度 ５年度

実績

②

14,592 清掃設備保守委託料の値上げ172

単位

行政サービスコーナー

行政サービスコーナーの管理運営を行います。

細事業事業量 年度 ２年度 ３年度

分析
結果

・維持

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要 区民活動支援センターの運営を行います

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

決算 141

・規則・方
針

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託等の
拡大が可能

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

６年度 ７年度 ８年度



⑤

事
業
計
画

細事業名称 区庁舎修繕費

区庁舎に関する設備の修繕に対応します。

想定

想定

事
業
実
績

細事業費
（千円） 3,738 3,274 ▲ 464 修繕案件が少なかったことによる

細事業事業量 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

単位

増減説明

決算

年度 ４年度 ５年度

実績

④

事
業
計
画

細事業名称 土木事務所

細事業概要 土木事務所の庁舎及び車両の管理運営を行います。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減）

15,637 14,128 ▲ 1,509

・委託等の
拡大が可能

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

年度 ２年度 ３年度

分析
結果

６年度 ７年度

増減説明

４年度 ５年度

決算

８年度

単位

客観的指標に
基づく分析

差引（増減）

・法律・政
令

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・求めるべ
きではない

・測ること
はなじまな
い

細事業事業量

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

実績

客観的指標に
基づく分析

細事業概要

指標

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体

分析
結果

市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託等不
可

・該当なし
・求めるべ
きではない

・測ること
はなじまな
い

・なし

(2)実施手法



様式３

款 項 目一般会計港北区

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

区民利用施設の管理運営を行います。

細事業の分析

①

・負担は適
切である

公会堂の管理運営を行います。

物価高騰及び光熱水費値上げに伴う増

年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

事
業
計
画

事
業
実
績

公会堂

６年度 ７年度 ８年度

年度 ４年度 ５年度

令和６年度 事業評価書

令和５年度事業名 区民利用施設管理費

所管区局・課 03 02 01

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 43

事業概要

実績

単位 想定

増減説明

決算

・委託等の
拡大不可

・該当なし・維持 ・条例

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

25,611 26,696 1,085

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

歳出予算科目

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

決算 430,909 472,684 41,775

地域振興課

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減）



・委託等の
拡大不可

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

決算 226,111

・該当なし
・負担は適
切である

年度 ２年度 ３年度

実績

想定

８年度６年度

指定管理料の増

７年度

スポーツ会館

４年度 ５年度

単位 想定

7,779 317

分析
結果

・維持 ・条例 ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

４年度 ５年度

実績

②

234,766 指定管理料の増8,655

単位

地区センター

指定管理者制度による管理運営を行います。

細事業事業量 年度 ２年度 ３年度

分析
結果

・維持

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要 指定管理者制度による管理運営を行います。

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

決算 7,462

・条例 ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託等の
拡大不可

・該当なし
・求めてい
ない

客観的指標に
基づく分析

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

６年度 ７年度 ８年度



⑤

事
業
計
画

細事業名称 区民文化センター

指定管理者制度による管理運営を行います。

想定

想定

事
業
実
績

細事業費
（千円） 0 21,161 21,161 新規開館による増

細事業事業量 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

単位

増減説明

決算

年度 ４年度 ５年度

実績

④

事
業
計
画

細事業名称 ログハウス

細事業概要 指定管理者制度による管理運営を行います。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減）

9,315 9,663 348 指定管理料の増

・委託等不
可

・該当なし

年度 ２年度 ３年度

分析
結果

６年度 ７年度

増減説明

４年度 ５年度

決算

８年度

単位

客観的指標に
基づく分析

差引（増減）

・条例 ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・求めるべ
きではない

・維持

細事業事業量

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

実績

客観的指標に
基づく分析

細事業概要

指標

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体

分析
結果

市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託等の
拡大不可

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・負担割合
の工夫が可
能

・増える ・条例

(2)実施手法



・目標設定
になじまな
い

・委託等の
拡大不可

・該当なし
・求めるべ
きではない

分析
結果

・増える
・法律・政
令

・該当なし
・目標を下
回った

・委託等不
可

・該当なし

実績

単位 想定

実績

単位

分析
結果

・条例 ・該当なし

４年度 ５年度 ６年度 ７年度

⑥

事
業
計
画

細事業名称 老人福祉センター

細事業概要 指定管理者制度による管理運営を行います。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

決算 37,146 44,307 7,161
新型コロナウイルス感染症拡大防止
により休止していた浴室を再開した
ことによる指定管理料の増

細事業事業量 年度 ２年度

⑦

事
業
計
画

細事業名称 コミュニティハウス（条例型）

細事業概要 指定管理者制度による管理運営を行います。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減）

58,097 59,926 1,829 指定管理料の増

細事業事業量 年度 ２年度 ３年度

増減説明

決算

８年度

想定

指標 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

・求めてい
ない

(1)実施主体 (2)実施手法

６年度 ７年度 ８年度３年度 ４年度 ５年度

市民ニーズ 実施根拠

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

・維持

客観的指標に
基づく分析

客観的指標に
基づく分析



・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・負担は適
切である

分析
結果

・維持 ・条例 ・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託等の
拡大不可

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

⑨

事
業
計
画

細事業名称 スポーツセンター

細事業概要 指定管理者制度による管理運営を行います。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

決算 23,376 23,730 354

実績

単位 想定

細事業名称

細事業事業量 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

26,235 26,619 384 委託料の増

細事業事業量 年度 ２年度 ３年度 ４年度

指定管理料の増

⑧

事
業
計
画

事
業
実
績

５年度

決算

６年度 ７年度

実績

・維持
・規則・方
針

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託等の
拡大不可

・該当なし
・求めるべ
きではない

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

コミュニティハウス（学校施設活用型）

細事業概要 管理運営を管理運営団体に委託します。

細事業費
（千円）

分析
結果

８年度

単位 想定

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

客観的指標に
基づく分析



想定

分析
結果

・増える
・規則・方
針

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託等の
拡大が可能

・事務改善
が可能

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

⑪

事
業
計
画

細事業名称 国際交流ラウンジ

細事業概要 国際交流ラウンジの管理運営を管理運営団体に委託します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

決算 16,066 15,790 ▲ 276

実績

実績

単位

単位 想定

分析
結果

・維持
・規則・方
針

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託等の
拡大不可

・該当なし
・求めるべ
きではない

管理費の減

細事業事業量 年度

⑩

事
業
計
画

細事業名称 広場・遊び場

細事業概要
子供の遊び場の管理運営を管理運営委員会に委託します。
子供の遊び場に設置されている遊具の定期点検を実施します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

決算 979 980 1

細事業事業量 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

６年度 ７年度 ８年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

客観的指標に
基づく分析



・目標設定
になじまな
い

・委託等不
可

・該当なし
・求めるべ
きではない

・測ること
はなじまな
い

・なし ・該当なし

実績

細事業事業量 年度 ２年度 ３年度 ４年度

単位 想定

⑫

事
業
計
画

細事業名称 区民利用施設小破修繕

細事業概要 区民利用施設の修繕を行います。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

決算 512 1,266 754 修繕箇所の増

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

５年度 ６年度 ７年度 ８年度

分析
結果
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